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     入 札 公 告 

次のとおり一般競争入札に付します。本案件は、競

争参加資格確認のための証明書等（以下、「証明書

等」という。）の提出、入札及び契約を電子調達シ

ステム（ＧＥＰＳ）で行う対象案件です。 

令和４年７月７日 

    支出負担行為担当官 

       海上保安庁総務部長 勝山 潔 

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 13 

〇特船契第 1154 号  

１ 調達内容 

(1) 品目分類番号 77 

(2) 購入等件名及び数量 

   測量船昭洋定検修理 

(3) 調達案件及び仕様等 仕様書による。 

(4) 履行期限 令和５年１月 12 日 

(5) 履行場所 請負造船所 

(6) 入札方法 総価で行う。落札者の決定に当た
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っては、入札書に記載された金額に当該金額の

10％に相当する額を加算した金額（当該金額に１

円未満の端数があるときは、その端数金額を切り

捨てるものとする｡)をもって落札価格とするので、

入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業

者であるか免税事業者であるかを問わず、見積も

った契約金額の 110 分の 100 に相当する金額を入

札書に記載すること。 

(7) 電子調達システム（ＧＥＰＳ）の利用本案件

は、申請書等の提出、入札及び契約を電子調達シス

テムで行う対象案件である。なお、電子調達システ

ムによりがたい場合は、紙入札方式参加願、紙契約

方式承諾願を提出し、紙入札方式、紙契約方式に代

えることができる。 

２ 競争参加資格 

(1) 予算決算及び会計令(以下「予決令」という｡)

第 70 条の規定に該当しない者であること。なお、

未成年者、被保佐人又は被補助人であって、契約締
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結のために必要な同意を得ている者は、同条中、特

別の理由がある場合に該当する。 

(2) 予決令第 71 条の規定に該当しない者である

こと。 

(3) 令和４・５・６年国土交通省競争参加資格（全

省庁統一資格）において、「役務の提供等(船舶整

備)」のＡ又はＢ等級に格付けされ、関東・甲信越

地域の競争参加資格を有するものであること。 

(4) 当該部局において指名停止の措置を受け、指

名停止期間中でない者。 

(5) 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支

配する者又はこれに準ずるものとして、国土交通

省発注の公共事業等からの排除要請があり、当該

状態が継続している者でないこと。 

(6) 電子調達システムによる場合は、電子証明書

を取得していること。 

(7) 競争参加資格の申請の時期及び場所「競争参

加者の資格に関する公示」（令和４年３月 31 日付
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官報）に記載されている時期及び場所で申請を受

け付ける。 

３ 入札書の提出場所等 

(1) 電子調達システムのＵＲＬ及び問い合わせ

先 政府電子調達（ＧＥＰＳ） 

https://www.geps.go.jp/ 電子調達システムヘ

ルプデスク ＴＥＬ0570-014-889 

(2) 入札方式による入札書等の提出場所、契約条

項を示す場所、入札説明書の交付場所及び問い合

わせ先 〒100－8976 東京都千代田区霞が関２

－１－３ 海上保安庁総務部政務課予算執行管理

室 第二契約係 山本 健 電話 03－3591－6361 

内線 2831 

(3) 入札説明書の交付方法 仕様書等（入札説明

書含む）の交付は、当庁ホームページの「調達情報」

の「入札・落札等の状況」から、ダウンロードする

こと。 
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https://www.kaiho.mlit.go.jp/ope/nyusatsu/ty

outatuitiran.html 

また、郵送により交付を希望する者はＡ４判用紙

が入る返信用封筒（宛先を明記する｡)並びに重量

200g に見合う郵便料金に相当する郵便切手又は国

際返信切手券を添付して(2)の係に申し込むこと。 

(4) 電子調達システム及び紙入札による競争参

加のために必要な証明書等の受領期限 

 令和４年８月５日 17 時 00 分 

(5) 電子調達システムによる入札及び紙入札に

よる入札書の受領期限 

 令和４年８月 25 日 17 時 00 分 

(6) 開札の日時及び場所  

 令和４年８月 26 日 13 時 30 分 

 海上保安庁入札室 

４ その他 

(1) 契約手続において使用する言語及び通貨 

日本語及び日本国通貨。 
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(2) 入札保証金及び契約保証金 免除 

(3) 入札の無効 本公告に示した競争参加資格

のない者のした入札及び入札に関する条件に違反

した入札。 

(4) 契約書作成の要否 要。 

本業務は、契約手続にかかる書類の授受を電子調

達システムで行う対象業務である。 

なお、電子調達システムによりがたい場合は、発注

者の承諾を得て紙契約方式に代えるものとする。 

(5) 落札者の決定方法 予決令第 79 条の規定

に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で

最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札

者とする。ただし、落札者となるべき者の入札価格

によっては、その者により当該契約の内容に適合

した履行がされないおそれがあると認められると

き、又はその者との契約を締結することが公正な

取引の秩序を乱すこととなるおそれがあって著し

く不適当であると認められるときは、予定価格の
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制限の範囲内をもって入札した者を落札者とする

ことがある。 

(6) 手続きにおける交渉の有無 無 

(7) その他 詳細は、入札説明書による。 

５ Summary 

(1) Official in charge of disbursement of the 

procuring entity: KATUYAMA Kiyoshi, Vice 

Commandant, Japan Coast Guard. 

(2) Classification of the services to be 

procured: 77 

(3) Nature and quantity of the products or 

service to be purchased or required.: 

Regularly repair service of hydrographic 

survey vessel SHOYO. 

(4) Fulfillment limit:  12.January.2023. 

(5) Fulfilment place: The shipyard which will 

contract for repair. 

(6) Qualifications for participating in the 
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tendering procedures; Supplier eligible for 

participating in the proposed tender are those 

who shall; 

(a) not come under Article 70 of the Cabinet 

Order concerning the Budget, Auditing and 

Accounting. Furthermore, minors, Person under 

Conservatorship or Person under Assistance 

that obtained the consent necessary for 

concluding a contract may be applicable under 

cases of special reasons within the said 

clause; 

(b) not come under Article 71 of the Cabinet 

Order concerning the Budget, Auditing and 

Accounting; 

(c) have Grade A or B level of interest in 

Service in Kanto・Koshinetsu area in terms of 

the qualification for participating in the 

tenders by the Ministry of Land, 
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Infrastructure Transport and Tourism (Single 

qualification for every ministry and agency) 

in the fiscal years, 2022･2023･2024. 

(d) The person who is not being suspended from 

Transactions by the request of the officials 

in charge of contract. 

(e) not be the business operators that a 

gangster influences management substantially 

or the person who has exclusion request from 

Ministry of Land, Infrastructure, Transport 

and Tourism is continuing state concerned. 

(7) Time-limit for tender; 

17:00,25.August.2022. 

(8) Contact point for the notice: YAMAMOTO Ken, 

2nd Contract Section, Contract and Accounts 

Office, Budget Division, Administration 

Department,Japan Coast Guard, 2-1-3, 

Kasumigaseki Chiyoda-ku, Tokyo, 100-8976 
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Japan. TEL 03-3591-6361 ext. 2831 



入　札　説　明　書

（最低価格落札方式）

別紙－1　入札書（海上保安庁様式）
様式－１　紙入札方式参加願
様式－２　紙契約方式承諾願
様式－３　確認書（電子入札参加申し込み用）
様式－４　電子証明書変更承諾申請書
様式－５　期間委任状
様式－６　都度委任状
別冊　契約書（案）
別冊　仕様書

契約番号： 特船契第　1154　号
契約件名：

項目及び構成

１　契約担当官等
２　調達内容
３　競争参加資格
４　入札参加申込手続き
５　入札書及び関係書類の提出場所等
６　その他

測量船昭洋定検修理



１　契約担当官等

２　調達内容

(内線4450)03-3591-6361
海上保安庁装備技術部船舶課　吉永

　海上保安庁の調達契約に係わる入札公告
 (令和 4年 7月 7日付） に基づく入札につ
いては、会計法（昭和22年法律第35号）、予算決算及び会計令昭和22年勅令第165号）、契約
事務取扱規則（昭和37年大蔵省令第52号）等に定めるもののほか、この入札説明書によるもの
とする。

支出負担行為担当官
海上保安庁総務部長　勝山　潔

入　　札　　説　　明　　書

　⑷　履行場所
請負造船所

　⑸　仕様説明会の日時等
仕様説明会は実施しない。
　なお、仕様内容について質疑等がある場合は、下記へ連絡すること。
仕様書等に関する問い合わせ先
　　〒100-8976　東京都千代田区霞が関２－１－３

　⑴　契約件名
測量船昭洋定検修理

　⑵　契約内容

令和5年1月12日(船体修理は令和４年12月14日まで)

仕様書のとおり
　⑶　履行期限

⑹　入札方法
　　原則として、当該入札の執行において入札執行回数は２回を限度とする。
　　なお、当該入札回数までに落札者が決定しない場合は、原則として予算決
  算及び会計令第９９条の２の規定に基づく随意契約には移行しない。
　　また、電子調達システムにより難い者は、発注者に紙入札方式参加願及び
　　紙契約方式承諾願を提出して紙入札方式、紙契約方式に代えるものとする。
　　落札者の決定は、最低価格落札方式をもって行う。
　①　入札者は、一切の経費を含め契約金額を見積もるものとする。
　②　落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１０％に
　　相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数がある時は、そ
　　の端数金額を切り捨てた金額とする。）をもって落札価格とするので、入
　　札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であ
　　るかを問わず、見積もった契約金額の１１０分の１００に相当する金額を
　　記載した入札書を提出しなければらない。
　③　入札者は、入札説明書、仕様書等を熟覧のうえ入札しなければならない｡
    この場合において入札説明書、仕様書等について疑義があるときは、入札
    書受領の締め切り前までに関係職員の説明を求めることができる。
⑺　入札保証金及び契約保証金　　免　除



３　競争参加資格
⑴

⑵ 　予算決算及び会計令第71条の規定に該当しない者であること。
⑶

⑷

⑸

⑹

４　入札参加申込手続き
⑴ 　申込方法

期間委任状について
ａ

ｂ
ｃ
ｄ
ｅ

　電子入札においては、復代理は認めない。
　委任期間は当該年度内を限度とする。
　代表者及び受任者の記名・押印された委任状（書面）の提出とする。
　原則として期間委任状の委任期間中の都度委任状の提出は認めない。

　技術審査の対象であるため、証明書等の受領期限までに上記２（５）に技術審査書類を提
出し、同審査に合格した者であること。

　入札参加希望者は、４（５）の各書類を各提出先に持参又は郵送すること。（電子調達シ
ステムにより提出するものは除く）
　なお郵送にて提出する場合は、提出期限までに提出先に必着すること。（郵送の場合は、
配達証明が確認出来るものに限る）
　また、代表者から委任を受けている者（以下「受任者」という）が入札を行う場合は期間
委任状（様式４）又は都度委任状（様式５）を入札参加手続きまでに提出する（当該委任に
係る委任者及び受任者が同じであり、かつ委任事項に変更がない限り、あらかじめ入札等に
関する委任状を提出することにより、当該年度に限り、委任状をその都度提出することを省
略することができる。この場合において、特定の入札等に関してのみこれと異なる代理人を
選任して委任することは認めない｡)。

　入札、見積についての権限及び契約締結についての権限が委任されていなければなら
ない。

　予算決算及び会計令第70条の規定に該当しない者であること。
なお、未成年者、被保佐人又は被補助人であって、契約締結のために必要な同意を得ている
者は、同条中、特別の理由がある場合に該当する。

　令和４・５・６年度国土交通省競争参加資格（全省庁統一資格審査）において「役務の提
供等(船舶整備)」のＡ又はＢ等級に格付けされ、関東・甲信越地域の競争参加資格を有する
者であること。(ただし指名停止期間中にあるものは除く。)
　なお、競争参加資格を有しない者で当該入札に参加を希望する者は速やかに資格審査申請
を行う必要があるので下記５⑵へ問い合わせること。

　警察当局から暴力団員が実質的に経営を支配する者又はこれに準ずる者として国土交通省
公共事業等からの排除要請があり当該状態が継続している者でないこと。

以下の各号のいずれかに該当し、かつその事実があった後２年を経過していない者。(これ
を代理人、支配人その他の使用人として使用する者についてもまた同じ。)
  (ア) 契約の履行に当たり故意に工事若しくは製造を粗雑にし、又は物件の品質
　　　若しくは数量に関しての不正の行為をした者
  (イ) 公正な競争の執行を妨げた者又は公正な価格を害し若しくは不正の利益を
　　　得るために連合した者
  (ウ) 落札者が契約を結ぶこと又は契約者が契約を履行することを妨げた者
  (エ) 監督又は検査の実施に当たり職員の執行を妨げた者
  (オ) 正当な理由がなくて契約を履行しなかった者
  (カ) 前各号のいずれかに該当する事実があった後2年を経過しない者を、契約の
　　　履行に当たり、代理人、支配人その他の使用人として使用した者



⑵ 　電子調達システムによる証明書等の送信方法

⑶ 　ファイル圧縮方法の指定

⑷

⑸

各提出書類の提出先は次のとおりです。

⑹ 　証明書等審査結果の通知
令和 4年 8月 10日 までに電子調

達システム又は文書等により通知する。

　ファイルを圧縮して送信する場合は、LZH又はZIP形式とする。（自己解凍方式は不可）

　ファイル容量が大きく電子調達システムにより証明書等を送信できない場合証明書等の
ファイル容量が10MBを超える場合には、電子調達システムによる入札参加申し込みに必要な
「確認書」及び「資格審査結果通知書（写）」のみを、１つのファイルとして（例えばPDF
形式のファイル）まとめたものを、電子調達システムから送信し、それ以外の証明書等につ
いては、直接５⑵の契約係担当者に手渡すこと。
　直接手渡すことができない場合は、郵送又は民間事業者による信書の送達に関する法律
（平成14年法律第99号）第２条第６項に規定する一般信書便事業者若しくは同条第９項に規
定する特定信書便事業者による同条第２項に規定する信書便（以下「郵送等」という。）に
よる提出をすることが出来る。この場合、事前に５⑵にその旨を連絡すること。
　なお、参加資格確認後は、入札参加申込者に対して電子調達システムにより通知又は確認
通知書を送付する。

　証明書等の提出期限 令和4年8月5日 17時00分

４⑴により提出された証明書等の審査結果を、

3 Microsoft Excel Excel2016形式以下のもの

4 その他のアプリケーション

PDFファイル
画像ファイル(JPEG形式及びGIF形式)
上記に加え特別に認めたファイル形式

・確認書（電子入札用）（電子調達システムにより提出）
・資格審査結果通知書（写）（電子調達システムにより提出）
・技術審査関係資料（提出先上記2（5））
・紙入札方式参加願（提出先下記5（2））

〇電子調達システムにより入札参加する場合

〇紙入札により入札参加する場合

・紙入札方式参加願（紙入札用）（提出先下記5（2））
・資格審査結果通知書（写）（提出先下記5（2））
・技術審査関係資料（提出先上記2（5））
・紙入札方式参加願（提出先下記5（2））

1 一太郎 Pro3形式以下のもの
2 Microsoft Word Word2016形式以下のもの

　電子調達システムによる入札参加の申込みを行う場合の使用アプリケーション及びバー
ジョンの指定及び、保存するファイルの形式は次のいずれかとする。

番号 使用アプリケーション 保存するファイル形式



※

※

５　入札書及び関係書類の提出場所等
⑴

⑵ 　入札書等の提出場所及び契約条項を示す場所及び問い合わせ先

山本　健
内線 2831

⑶ 　入札説明書（仕様書等添付）の交付期間
令和4年7月7日 から まで

⑷ 　入札書の提出期限
令和4年8月25日

⑸ 　入札書の提出方法
①　電子調達システムによる場合

ア 　入札書の様式は、電子調達システムによるものとする。
イ 　入札書等の記載事項

　 ａ 　契約件名は、定められた件名を記載するものとする。

ｂ

ｃ

ウ 　入札書等の提出
ａ

ｂ

②　紙による入札の場合
ア 　入札書の様式は、別紙－1によるものとする。
イ 　入札書等の記載事項

　 ａ

ｂ

c
d

e

　入札書に記載する日付は、入札書を提出する日とする。
　入札書には、入札者の住所及び氏名を記載しなければならない。

　受任者（以下「代理人」という）が入札を行う場合は、代理人の住所、氏名
（法人にあっては、所在地、法人名及び代理人の役職、氏名）を記載し、代理人
の印鑑を押印しなければならない。以下、記載例による。

【記載例】
　　海保株式会社　代表取締役（社長）　○○　○○　代理
　　東京都千代田区霞ヶ関２－１－３
　　海保株式会社　東京支店（又は○○部）
　　支店長（又は○○部長）○○　○○　印

（電子認証書を取得している者であること。）

　入札書等は、電子調達システムにより、当該入札公告した期限までに到達する
ように提出しなければならない。

　電子入札に利用することができる電子証明書は、資格審査結果通知書に記入さ
れている者（以下「代表者」という。）又は代表者から入札・見積権限及び契約
権限について期間委任により委任をうけた者の電子証明書に限る。

　契約件名は、定められた件名を但しがきのあとに記載するものとする。

　入札者は、特に指示ある場合を除き、総価で入札しなければならない。

令和4年8月5日

17時00分

　入札者は、特に指示ある場合を除き、総価で入札しなければならない。

　入札書等は、電子調達システムの入力画面上において作成するものとする。

電子調達システム又は紙入札方式参加願による入札参加申込手続きをとらなかった場合は、
入札に参加できないので注意すること。

　入札参加申込手続き後に辞退する場合は、開札日までに「入札辞退書」を５⑵へ提出する
こと。
なお、入札辞退書等は下記アドレスにて公開しているのでダウンロードして提出すること。
http://www.kaiho.mlit.go.jp/ope/tyoutatu/youshikitou.html

　入札書は電子調達システムにより提出すること。
  ただし、発注者に紙入札方式参加願を提出した場合は紙により提出すること。
電子調達システムのＵＲＬ及び問い合わせ先
　　　 政府電子調達システム 　　　https://www.geps.go.jp/
       電子調達システムヘルプデスク　　 TEL  0570-014-889

東京都千代田区霞が関２－１－３
海上保安庁総務部政務課予算執行管理室第二契約係
℡03-3591-6361



ウ 　入札書等の提出
ａ

ｂ
ｃ

エ 　郵送により提出する場合

⑹ 　入札の無効
①

ア 　委任状が提出されていない代理人のした入札
イ

ウ

エ 　金額を訂正した入札
オ 　誤字、脱字などにより意志表示が不明瞭である入札
カ

キ

ク

ケ

②

⑺ 　入札の延期等

　同一事項の入札について他人の代理人を兼ね、又は2人以上の代理をした者の入札

　競争参加資格の確認のための書類などを添付することとされた入札にあっては、提
出された書類が審査の結果採用されなかった入札

　競争参加資格のあるものであっても、入札時点において、海上保安庁次長から指名
停止措置を受け、指名停止期間中にある者のした入札

　電子入札参加者は、電子証明書を不正使用等してはならない。
　不正使用等した場合には当該電子入札参加者の入札への参加を認めないことがある。
　なお、当該入札に関し入札権限のある他の電子証明書に変更しようとするときは、電
子証明書変更承諾申請書（様式４）を提出すること。
　また、電子証明書変更承諾申請書には変更後の電子証明書の企業情報登録画面を印刷
したものを添付すること。

　入札者が相連合し又は不穏の挙動をする等の場合であって、競争入札を公正に執行するこ
とができない状態にあると認められるときは、当該入札参加者を入札に参加させず、若しく
は入札の執行を延期し、又はこれを取り止めることがある。

入札者は、その提出した入札書の引換え、変更又は取り消しをすることができな
い。

　支出負担行為担当官等あて郵送（書留郵便又は民間事業者による信書の伝達に関す
る法律（平成14年法律第99号）第２条第６項に規定する一般信書便事業者若しくは同
条第９項に規定する特定信書便事業者（以下「一般信書便事業者等」という。）の提
供する同条第２項に規定する信書便（以下「信書便」という。）の役務のうち、書留
郵便に準ずるものとして一般信書便事業者等おいて当該信書物（同法第２条第３項に
規定する信書便物をいう。）の引き受け及び配達記録をした信書便。）にすることが
できる。
郵送する場合においては、二重封筒とし、表封筒には「入札書在中」の旨を記載し、
中封筒に入札書を入れ、かつ、その封皮に「法人名等及び契約件名、開札年月日、
「入札書在中」」を朱書するものとする。ただし、入札書の提出期限までに到達する
ように提出しなければならない。

　本入札説明書に示した競争参加資格のない者、入札条件に違反した者又は入札者に求
められる義務を履行しなかった者の提出した入札及び次の各号の１に該当する入札は無
効とする。

　所定の入札保証金又は入札保証金に代わる担保を納付し又は提供しない者のした入
札

　記名（外国人又は外国法人にあっては、本人又は代表者の署名をもって代えること
ができる。）を欠く入札

　公正な競争の執行を妨げた者又は公正な価格を乱し、若しくは不正の利益を得るた
めに連合した者の入札

　受任者（以下「代理人」という）が入札を行う場合は、代理人の住所、氏名
（法人にあっては、所在地、法人名及び代理人の役職、氏名）を記載し、代理人
の印鑑を押印しなければならない。以下、記載例による。

【記載例】
　　海保株式会社　代表取締役（社長）　○○　○○　代理
　　東京都千代田区霞ヶ関２－１－３
　　海保株式会社　東京支店（又は○○部）
　　支店長（又は○○部長）○○　○○　印

　入札書は、別紙の様式にて作成し、封筒に入れ、かつ、その封皮に「法人名等
及び契約件名、開札年月日、「入札書在中」」を朱書するものとする。

電報、ファクシミリ、電話その他の方法による入札は認めない。



⑻ 　開札の日時及び場所

令和4年8月26日

海上保安庁入札室

⑼ 　開札
①　電子調達システムによる場合

ア

イ

②　紙による場合
ア

イ

③

④

⑤

６　その他
⑴ 　契約手続に使用する言語及び通貨　　日本語及び日本国通貨

⑵ 　入札者に要求される事項

⑶ 　落札者の決定方法
①

②

　入札者又はその代理人は、開札場に入場しようとするときは、入札関係職員の求めに
応じ競争参加資格を証明する書類、身分証明書等を提示しなければならない。

　入札者又はその代理人は、開札時刻後においては、開札場に入場することができな
い。

　入札者又はその代理人は、開札時刻後においては、契約担当官等が特にやむを得ない
事情があると認めた場合のほか、開札場を退場することができない。

　入札者等は、入札公告等で定められた要件を証明した書類を指定した期限までに提出しな
ければならない。
　また、開札日の前日までの間において、契約担当官等から当該書類に関し説明を求められ
た場合には、それに応じなければならない。

　本入札説明書に従い書類・資料を添付して入札書を提出した入札者であって、本入札
説明書３の競争参加資格及び仕様を満たすことの出来ることの要求要件をすべて満た
し、当該入札者の入札価格が予算決算及び会計令第79条の規定に基づいて作成された予
定価格の制限の範囲内であり、かつ、最低価格をもって有効な入札を行った者を落札者
とする。

　ただし、落札者となるべき者の入札価格によっては、その者により当該契約の内容に
適合した履行がされないおそれがあると認められるとき、又はその者との契約を締結す
ることが公正な取引の秩序を乱すこととなるおそれがあって著しく不適当であると認め
られるときは、予定価格の制限の範囲内をもって入札した者を落札者とすることがあ
る。

場所：

　開札及び開披（以下「開札等」という。）は、入札等執行事務に関係のない職員を
立ち会わせてこれを行う。

　開札等は、原則として、入札者又はその代理人が出席して行うものとする。
　この場合において、入札者等が立ち会わないときは、入札等執行事務に関係のない
職員を立ち会わせてこれを行う。

　開札等をした場合において、入札金額のうち予定価格の制限に達した価格の入札が
ないときは、原則として引続き再度入札を行う。
　ただし、契約担当官等がやむを得ないと認めた場合には、契約担当官等が別途指定
する日時に再度入札を行う。

　開札等をした場合において、入札金額のうち予定価格の制限に達した価格の入札が
ないときは、原則として引続き再度入札を行う。
　ただし、契約担当官等がやむを得ないと認めた場合には、契約担当官等が別途指定
する日時に再度入札を行う。

　本入札は、低入札価格調査制度を採用し、調査基準価格（当該契約の内容に適合した
履行がなされないおそれがあると認められる場合の基準となる価格をいう。）を下回っ
た入札を行なった者については、調査を行なったうえで落札するか否かを決定するもの
とする。

日時： 13時30分



③

ア

イ

ウ

④

⑤

⑷ 　契約書の作成（ただし、契約金額が150万円に満たない場合は省略することがある）

①

②

③

④

⑤

⑸

　契約書を作成する場合において、契約の相手方が遠隔地にあるときは、まず、その者
が契約書の案に記名押印し、さらに契約担当官等が当該契約書の案の送付を受けてこれ
に記名押印するものとする。

　上記②の場合において契約担当官等が記名押印したときは、当該契約書の１通を契約
の相手方に送付するものとする。

　契約担当官等が契約の相手方とともに契約書に記名押印しなければ、本契約は確定し
ないものとする。

　電子入札参加者側の障害により入札書受付締切時間又は開札時間を延長する場合の基準及
び取扱い

　電子入札参加者側の障害により電子入札ができない旨の申告があった場合は、障害の内容
と復旧の可否について調査確認を行うものとする

　すぐに復旧できないと判断され、かつ下記の各号に該当する障害等により、原則として複
数の電子入札参加者が参加できない場合には、入札書受付締切予定時間及び開札予定時間の
変更（延長）を行うことができるものとする。
①天災
②広域・地域的停電
③プロバイダ、通信事業者に起因する通信障害
④その他、時間延長が妥当であると認められた場合
（ただし、電子証明書の紛失・破損、端末の不具合等、入札参加者の責による障害であると
認められる場合を除く）
　変更後の開札予定時間が直ちに決定できない場合においては、その旨をすべての電子入札
参加者に電話等で連絡するものとし、開札日時が決定した場合には、その旨を全ての電子入
札参加者に電話等で連絡するものとする。

　電子調達システムでは、入札参加者の利便性向上のため、電子くじ機能を実装してい
る。電子くじを行うには、入札者が任意で設定した000～999の数字が必要になるので、
電子入札事業者は、電子調達システムで電子くじ番号を入力し、紙入札事業者は、紙入
札方式参加願に記載するものとする。
　落札者となるべき同価格の入札をした者が２人以上あり、くじにより落札者の決定を
行うこととなった場合には、以下のとおり行うものとする。

　同価格の入札をした者が電子入札事業者のみの場合
　電子入札事業者が入力した電子くじ番号を元に電子くじを実施のうえ、落札者を決
定するものとする。

　同価格の入札をした者が電子入札事業者と紙入札事業者が混在する場合電子入札事
業者が入力した電子くじ番号及び紙入札事業者が紙入札方式参加願に 記載した電子
くじ番号を元に電子くじを実施のうえ落札者を決定するものとする。

　同価格の入札をした者が紙入札事業者のみの場合
　その場で紙くじ（又は電子くじ）を実施のうえ落札者を決定するものとする。

　契約担当官等は、落札者を決定したときは、その翌日から７日以内にその旨を落札者
とされなかった入札者に電子調達システム又は書面により通知する。
  ただし、開札に立ち会った参加者については、書面による通知を省略する。

　競争入札を執行し、落札者を決定したときは、当該落札者とすみやかに、契約書を取
り交わすものとする。

　調査基準価格を下回った入札を行った者は、契約担当官等の行なう調査、事情聴取等
に協力しなければならない。

　「電子調達システム」による電子契約を行う場合、電子調達システムで定める手続に
従い、契約書を作成しなければならない。なお、電子調達システムによりがたい場合
は、発注者の承諾を得て紙契約方式に代えるものとする。
　紙契約方式の手続をする場合は、紙契約方式承諾願（電子、紙入札共通）を落札決定
後に上記5（2）へ提出すること。



⑹

⑺ 支払条件は履行完了後、一括払いとする。

⑻

⑼

　発注者側の障害により電子入札書受付締切時間又は開札時間を延長する場合の取扱い

　発注者側の障害が発生した場合は、電子調達システム運用主管組織（総務省）と協議し、
障害復旧の見込みがある場合には、電子入札書受付締切予定時間及び開札予定時間の変更
（延長）を行い、障害復旧の見込みがない場合には、紙入札に変更するものとする。
　障害復旧の見込みがあるが、変更後の開札予定時間が直ちに決定できない場合において
は、その旨を全ての電子入札参加者に電話等で連絡するものとし、開札日時が決定した場合
には、その旨を全ての電子入札参加者に電話等で連絡するものとする。

　上記によるもののほか、この一般競争入札に参加する場合において了知かつ、遵守すべき
事項は、「海上保安庁入札・見積者心得」によるものとする。
　    https://www.kaiho.mlit.go.jp/ope/tyoutatu/tyoutatu.html

　入札者は、入札後、この入札説明書、仕様書等についての不明を理由として異議を申し立
てることはできない。



　

 

 一金

ただし

 　

入札・見積者心得及び入札説明書等を承諾の上、入札します。

令和　　　年　　　月　　　日

　

　

　

　

　

　　

（注）１.用紙の寸法は、日本産業規格Ａ列４判とする。

　 ２.金額は「アラビア」数字で記入する。

連絡先２：

支出負担行為担当官
　　海上保安庁総務部長　殿

※以下は押印を省略する場合のみ記載すること。

（連絡先は２以上記載すること）

本件責任者（会社名・部署名・氏名）：

担当者（会社名・部署名・氏名）：

連絡先１：

代表者氏名

別紙様式1-1

入　札　書

住　　所

商号又は名称

測量船昭洋定検修理



　

 
（ 特船 1154 ）

 １．発注件名　

　上記の案件は、電子調達システムを利用しての参加ができないため

 紙入札方式での参加をいたします。

資格審査登録番号(業者コード)

　 企業名称

企業郵便番号

企業住所

代表者氏名

代表者役職

電子くじ番号

（連絡先）

電話番号

メールアドレス

入札者

住　　所

企業名称

氏　　名

　

　

本件責任者（会社名・部署名・氏名）：

　　 担当者（会社名・部署名・氏名）：

連絡先１：

連絡先２：

※１．入札者住所、企業名称及び氏名欄は、代表者若しくは委任を受けている場合は

　　その者が記載、押印する。

　２．電子くじ番号は、電子くじを実施する場合に必要となるので、000～999の任意の

　　３桁の数字を記載する。

支出負担行為担当官
　　海上保安庁総務部長　殿

様式-1

紙入札方式参加願

　　　年　月　日

※以下は押印を省略する場合のみ記載すること。

（連絡先は２以上記載すること）

測量船昭洋定検修理



（ 特船 1154 ）

　

 

 １．件　名　

　上記の案件は、電子調達システムを利用しての契約ができないため、

 紙契約方式での手続きをいたします。

住 所

商号又は名称

代 表 者 氏 名

　

　

本件責任者（会社名・部署名・氏名）：

　　 担当者（会社名・部署名・氏名）：

連絡先１：

連絡先２：

測量船昭洋定検修理

支出負担行為担当官
　　海上保安庁総務部長　殿

様式-2

紙契約方式承諾願

令和　年　月　日

※以下は押印を省略する場合のみ記載すること。

（連絡先は２以上記載すること）



企業名称

代表者

※以下は押印を省略する場合のみ記載すること。

（連絡先は２以上記載すること）

本件責任者（会社名・部署名・氏名）：

担当者（会社名・部署名・氏名）：

連絡先１：

連絡先２：

は、本入札に使用するＩＣカード券面の番号を記入してください。

（担当者連絡先）※押印省略する場合も、担当者のメールアドレスは必ず記載してください。

担当者名：

電話番号：

メールアドレス：

（左つめで記入。「スペース」分も左詰めで記入。枠不足の際は、追加してください。）

＊今回限定した上記の電子証明書以外を以後において使用した場合、「無効」の入札となることがあります。

＊上に記入する「数字・英字」等は、誤記のないように十分留意してください。

１０数桁の数字・英字（例：14桁、16桁）

【取得者名】

件　名：測量船昭洋定検修理

本案件については、「電子入札方式」により参加します。

                  　

　　　　　 令和    年    月    日

電子入札方式により参加する方

【電子証明書の番号】 「シリアルナンバー（ＳＮ）」、「ＩＤ」などの項目に続く

（様　式-３）　一般競争入札方式

○宛　　　　　先：　海上保安庁　総務部政務課　予算執行管理室　契約係

確    認    書



様式-４

２．変更後の電子証明書番号

３．変更理由

住所
氏名

※以下は押印を省略する場合のみ記載すること。

（連絡先は２以上記載すること）

本件責任者（会社名・部署名・氏名）：

担当者（会社名・部署名・氏名）：

連絡先１：

連絡先２：

支出負担行為担当官
  　海上保安庁総務部長　　殿

　上記については承諾します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　殿

　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　支出負担行為担当官

　　　　　　　　　　　　　　　　海上保安庁総務部長

  上記案件について、電子調達システムにより入札に参加することとしていますが、使用している電子証明書
について上記理由により開札までの間に使用できなくなることから、電子証明書の変更を承諾されたく申請し
ます。

電子証明書変更承諾申請書

１．発注件名：



　入札参加者は、入札手続きの開始以降、使用していた電子証明書について、電子証明書発
行機関の電子証明書の利用に関する規約上の失効事由が生じた場合又は有効期限の満了に
より開札までの間に使用することができなくなることが確実な場合において、当該入札に関し入
札権限のある他の電子証明書に変更しようとするときは、発注者に電子証明書変更承認申請
書（様式３）を提出するものとする。この場合において、電子証明書変更承諾申請書には、変更
後の電子証明書の企業情報登録画面を印刷したものを添付することとする。
　発注者（海上保安庁）は、変更後の電子証明書に関して入札権限等に問題がないことが確認
できる場合についてのみ変更を承諾します。



様式５

期　間　委　任　状

 受任者

   　住  所

   　氏  名

   　使用印

 私は上記の者を代理人と定め

 下記の権限を委任します。

 委任期間    　　   年    月    日から

 　          　　　    年    月    日まで

 委任事項

 

 　　　    年    月    日

委任者　住所

商号又は名称

代表者氏名

支出負担行為担当官

海上保安庁総務部長　勝山　潔　殿

　　　　　　　※以下は押印を省略する場合のみ記載すること。契約締結について委任する場合は押印省略不可。
　　　　　　　　　　（連絡先は２以上記載すること）
　　　　　　　　　　本件責任者（会社名・部署名・氏名）：
　　　　　　　　　　担当者（会社名・部署名・氏名）：
　　　　　　　　　　連絡先１：
　　　　　　　　　　連絡先２：



様式６

都　度　委　任　状

 受任者

   　住  所

   　氏  名

   　使用印

 委任事項

１．

 　　　    年    月    日

委任者　住所

商号又は名称

代表者氏名

支出負担行為担当官

海上保安庁総務部長　勝山　潔　殿

　　　　　　　※以下は押印を省略する場合のみ記載すること。契約締結について委任する場合は押印省略不可。
　　　　　　　　　　（連絡先は２以上記載すること）
　　　　　　　　　　本件責任者（会社名・部署名・氏名）：
　　　　　　　　　　担当者（会社名・部署名・氏名）：
　　　　　　　　　　連絡先１：
　　　　　　　　　　連絡先２：

 私は上記の者を代理人と定め

「件名：測量船昭洋定検修理 」に関する下記の権限を委任します。



 

令 和 ４ 年 度 

特 船 契 第 1 1 5 4号 

 

 

 

 

 

 

 

 

船舶修繕請負契約書  
 

 

 

 

 

 

 

 

 



船 舶 修 繕 請 負 契 約 書 

 

１． 修 繕 物 件 名 測量船昭洋定検修理 

    ただし、別紙仕様書及び図面のとおり。 

 

２． 請 負 金 額   金   円也 

     うち取引に係る消費税額及び地方消費税額  金    円   

       

３． 履 行 期 限   令和４年９月１４日から令和４年１２月１４日まで （検査記録等 最終提出期限 令和５年１月１２日） 

                         ただし、修理日程については、海上保安庁装備技術部船舶課船舶整備企画室担当官と協議のうえ決定することとし 

連続する５０日以内とする。また、検査記録等については修理完了後 30日以内とする。 

 

４． 修繕場所及び引渡場所 修繕請負造船所（検査記録等の提出先は海上保安庁） 

 

５． 契 約 保 証 金   免除 

 

上記修繕について、支出負担行為担当官 海上保安庁総務部長 勝山 潔 を発注者 とし、 

請負者を  として、次の条件により請負契約を締結する。 

 

 

（総  則） 

第１条 受注者は、別紙仕様書及び図面（以下「仕様書等」という。）に基づき、引渡期限までに、頭書の修繕物件を完成して、その結果を引渡場所 

において、発注者に引き渡すものとし、発注者は、これに対し、受注者に請負代金を支払うものとする。 

 

収 入 

印 紙 



（仕様書等の解釈等） 

第２条 仕様書等について疑義を生じたとき又は仕様書等に明記されていない事項については、発注者受注者協議して定めるものとし、受注者は、そ

の他軽微なものについては、発注者又は監督すべきことを命ぜられた職員（以下「監督職員」という。）の解釈若しくは指示に従い、請負金額の範

囲内において施行するものとする。 

２ 受注者は、修繕工程表及び修繕費内訳明細書を発注者に提出し、その承認を受けなければならない。 

 

（監督職員） 

第３条 発注者は、監督職員を命じたときは、その官職及び氏名を受注者に通知するものとする。 

２ 受注者は、監督職員の監督の実施について、必要な費用を負担するものとする。 

３ 受注者は、他の条項に定めるもののほか、監督職員から監督の実施について必要な資料の提出又は提示を求められた場合にはこれに応ずるものと

する。 

４ 受注者は、監督職員から立ち会いを求められた場合は、これに応ずるものとする。 

 

（権利義務の譲渡等） 

第４条 この契約により生ずる権利又は義務は、これを第三者に譲渡し、又は承継させてはならない。ただし、発注者の書面による承諾を得た場合は、

この限りでない。 

２ 修繕物件又は修繕現場に搬入した検査済み修繕材料は、これを第三者に売却若しくは貸与し、又は抵当権その他の担保の目的に供してはならない。

ただし、あらかじめ発注者の書面による承諾を得た場合には、この限りでない。 

 

（一括再委託等の禁止） 

第５条 受注者は、業務の全部を一括して、又は主たる部分を第三者に委任し又は請け負わせてはならない。 

２ 前項の「主たる部分」とは、業務における総合的企画、業務遂行管理、手法の決定及び技術的判断等を言うものとする。 

 

（代理人等に関する措置要求） 

第６条 発注者又は監督職員は、現場代理人その他受注者の代理人（下請負人は代理人とみなす。以下同じ。）、主任技術者、使用人又は労務者等でこ



の契約の履行につき著しく不適当と認められるものがあるときは、受注者に対し、事由を明示して、必要な措置をとるべきことを求めることができ

る。 

 

（特許権等の使用） 

第７条 受注者は、修繕の施行について、特許権その他第三者の権利の対象となっている方法を使用するときは、その使用に関する一切の責任を負う

ものとする。 

 

（材料の検査等） 

第８条 受注者の負担に属する修繕材料は、発注者が特に指定したものを除き、その使用前に監督職員の検査を受けなければならない。この場合にお

いて、発注者は、受注者が検査を受けなかったとき又は検査に合格した材料以外の材料を使用したときは、使用後であっても、これを取り替えさせ

ることができるものとする。 

２ 受注者は、材料検査の結果合格となった材料等と検査未済又は不合格となった材料等とに区分する措置をとるとともに、不合格となった材料等を

良品とすみやかに取り替えなければならない。 

３ 受注者は、材料検査に合格した材料等であって、修繕場所にあるものを監督職員の承諾を受けることなく当該場所から持ち出してはならない。 

４ 受注者は、船底その他完成後外部から容易に見ることのできない部分の修繕について、発注者が指示したときは、発注者又は監督職員の立ち会い

の上施行するものとする。ただし、この場合において、監督職員がやむを得ない理由により立ち会えない場合は、受注者は監督職員の指示により、

施行を証明することができる見本、写真その他の資料を監督職員に提出し、その確認を受けなければならない。 

５ 受注者が前項の規定に違反して施行したときであって、発注者又は監督職員が指示するときは、受注者は、施行箇所の撤去、再施行等所要の措置

をとらなければならない。 

 

（官給品等） 

第９条 発注者は、修繕用として仕様書等に記載する官給品（貸与品を含む。以下「官給品等」という。）を発注者の指定する場所及び日時に受注者

に交付する。この場合において、受注者は、その官給品等の交付を受けた都度受領書を発注者に提出し、善良な管理者の注意をもってこれを保管し、

かつ、その費用を負担するものとする。 

２ 受注者は、天災地変等の不可抗力又は発注者の責めに帰すべき事由によらないで官給品等が亡失若しくは損傷し、又はその返還が不可能となった



ときは、発注者の指定する方法により弁償するものとする。 

３ 受注者は、官給品等を仕様書等に基づいて使用し、修繕の完成又は契約の変更、若しくは解除等によって不用となったものは、その内容を明らか

にした書類を作成し、監督職員（監督職員不在の場合は検査職員）の確認を受けて発注者に提出するとともに、発注者の指定する時期及び場所にお

いて、発注者に返還しなければならない。 

 

第１０条 受注者は、指定品として仕様書等の記載する修繕材料については、これら以外のものを使用することができないものとする。 

 

（仕様書等に不適合の場合） 

第１１条 受注者は、修繕の施行が仕様書等に適合しない場合において、監督職員が材料等の取替え、施行箇所の撤去又は再施行等の指示をした場合

には、これに従わなければならない。この場合において、受注者は、請負金額の増額又は引渡期限の延期を請求することはできないものとする。 

 

（第三者の作業の実施） 

第１２条 発注者は、第２０条による修繕物件の引渡し前に、第三者にこの修繕物件に対し他の作業を実施させることがあるものとする。この場合に

おいて、受注者は、監督職員の指示に従い、当該修繕の施行者と相互協調して修繕の進捗を図るものとする。 

２ 受注者は、前項の場合において、自己の修繕の施行上不便をきたすことがあっても、発注者に対し、異議の申出又は賠償を請求することができな

いものとする。 

 

（廃材等の処置） 

第１３条 受注者は、修繕の施行により発注者の所有に属する撤去品又は官給品等について廃材等を生じたときは、その内容を明らかにした書類を作

成し、監督職員（監督職員不在の場合は検査職員）の確認を受けて発注者に提出するとともに発注者の指定する時期及び場所において、これを発注

者に引き渡さなければならない。 

２ 受注者は、前項の廃材等を、発注者が引き取るまでの間、無償で保管するものとする。 

 

（行政庁に対する手続） 

第１４条 受注者は、修繕について、行政庁の検査、検定等を必要とするときは、自己の費用をもって、当該行政庁に対する必要な手続をするものと



する。 

 

（物価変動等による請負金額の変更） 

第１５条 物価変動その他改定又は予期することのできない事由に基づく経済情勢の激変等により、請負金額が著しく不適当であると認められるに至

った場合は、発注者受注者協議して、これを変更することができるものとする。 

 

（修繕の変更等） 

第１６条 発注者は、その都合により修繕を変更し、又は一時その施行を中止し、若しくはこれを打ち切ることができるものとする。 

２ 前項の場合において、請負金額を増減する必要があるときは、修繕費内訳明細書に記載する単価により、これによりがたいとき又は所定の引渡期

限を伸縮する必要があるときは、発注者受注者協議して、その金額を増減し、若しくは引渡期限を伸縮するものとする。 

 

（引渡期限の変更等） 

第１７条 発注者は、その都合により引渡期限又は引渡場所を変更することができるものとする。 

２ 前項の場合において、請負金額を増減する必要があるときは、発注者受注者協議して、その金額を増減するものとする。 

 

（終了通知及び検査） 

第１８条 受注者は、修繕終了予定日の１５日前までに、修繕終了予定日を書面により発注者に通知するものとする。 

２ 発注者は、前項の通知を受けたときは、検査を行うべきことを命じた職員（以下「検査職員」という。）により、修繕終了予定日（この日以後に

おいて受注者が検査をなすべき日を指定したときは、その日）から１５日以内（以下「検査期間」という。）に、仕様書に指定した方法その他発注

者の適当と認める方法により検査を行うものとする。ただし、天災地変その他やむを得ない事由により検査をすることができない期間は、検査期間

に算入しないものとする。 

３ 発注者は、検査職員を命じたときは、その官職及び氏名並びに検査時期及び検査場所を受注者に通知するものとする。 

４ 受注者は、第２項の検査に立ち会うものとする。この場合において、受注者が立ち会わないときは、発注者は、単独で検査を行い、その結果を受

注者に通知するものとし、受注者は、これに対して不服を述べることができない。 

５ 受注者は、検査職員から検査の実施について必要な書類又は物件の提示若しくは提出又は説明を求められた場合には、これに応ずるものとする。 



６ 受注者は、検査職員から修繕の重要な部分について完成後直接確認することができないものについて、当該部分の施行の状況を説明することがで

きる見本、写真その他の資料の提示又は提出を求められた場合には、これに応ずるものとする。 

７ 受注者は、検査職員の指示に従い、修繕物件の運転、操作その他検査に必要な作業をし、別に定めのあるものを除きその費用を負担するものとす

る。 

８ 修繕物件が不合格となった場合において、その不合格部分の手直し期間は、発注者が指示する期間とし、その検査期間は、発注者が受注者から手

直しを終了した旨の通知を受理した日（この日以後において受注者が検査をなすべき日を指定したときは、その日）から起算する。 

 

第１９条 次に掲げる場合には、検査のため必要な限度において破壊検査を行うことができるものとする。 

（１）仕様書に指定されているとき。 

（２）前条第６項の資料による確認ができなかったとき、その他修繕の施行について疑うに足りる相当の理由があるとき。 

（３）その他検査を行うため検査職員が特に必要があると認めるとき。 

２ 仕様書等に指定がある場合又は検査職員が必要があると認める場合には、理化学試験により検査を行うことがあるものとする。 

 

（修繕物件の引渡し） 

第２０条 受注者は、修繕物件が前２条の検査に合格したときは、遅滞なく、これを発注者に引き渡すものとする。 

 

第２１条 発注者は、修繕の一部が終了した場合において、その部分の検査を行い、合格部分の全部又は一部の引渡しを受けることができるものとす

る。 

２ 前３条の規定は、前項の検査及び引渡しについて準用する。 

 

（請負代金の支払） 

第２２条 発注者は、第２０条の規定により修繕物件の引渡し及び検査記録等の提出を受けた後、受注者が提出する適法な支払請求書を受理した日か

ら４５日以内(以下｢約定期間｣という。)に海上保安庁において、請負代金を受注者に支払うものとする。 

２ 発注者は、受注者から支払請求書を受理した後、その請求書の内容の全部又は一部が不当であることを発見したときは、その事由を明示して、こ

れを受注者に返付するものとする。この場合においては、その請求書を返付した日から発注者が受注者の是正した支払請求書を受理した日までの期



間は、約定期間に算入しないものとする。ただし、その請求書の内容の不当が受注者の故意又は重大な過失によるものであるときは、適法な支払請

求書の提出がなかったものとし、受注者の是正した支払請求書を受理した日から約定期間を計算するものとする。 

 

第２３条 削除 

 

（遅延利息） 

第２４条 発注者は、約定期間内に請負代金を支払わないときは、受注者に対し、遅延利息を支払わなければならない。 

２ 遅延利息の額は、約定期間満了の日の翌日から支払をする日までの日数に応じ、年２．５パーセントとする。ただし、受注者が代金の受領を遅滞

した日数及び天災地変等やむを得ない事由により支払のできなかった日数は、約定期間に算入せず、又は遅延利息を支払う日数に計算しないものと

する。 

３ 前項の規定により計算した遅延利息の額が１００円未満であるときは、遅延利息を支払うことを要せず、その額に１００円未満の端数があるとき

は、その端数を切り捨てるものとする。 

４ 発注者が検査期間内に検査を終了しないときには、検査期間満了の日の翌日から検査終了した日までの日数は、約定期間の日数から差し引くもの

とし、又検査の遅延した日数が約定期間の日数を超える場合は、約定期間は満了したものとみなし、発注者は、その超える日数に応じ、前３項の例

に準じて計算した金額を受注者に支払うものとする。 

 

（引渡期限の延伸） 

第２５条 受注者は、所定の期間までに修繕を完成してその物件の引渡しをすることができないときは、あらかじめ遅滞の理由及び完成引渡しの可能

な期日を明示して、発注者に引渡期限の延伸の承認を求めなければならない。 

２ 発注者は、前項の請求に対し、支障がないと認めたときは、これを承認するものとする。ただし、遅滞が天災地変その他受注者の責めに帰するこ

とのできない事由に基づく場合のほか、遅滞金を徴収する。 

 

（遅滞金） 

第２６条 前項第２項ただし書の規定による遅滞金は、延伸前の完成期限満了の日の翌日から修繕を完成して、その物件の引渡しをする日までの日数

に応じ、遅滞１日につき、請負金額（第２２条の規定により発注者が引渡しを受けた部分があるときは、この部分に対する代金を除した金額）の年



３パーセントとする。ただし、その総額が請負金額の１０分の１を超える場合は、その超過額は遅滞金に算入しないもとする。 

２ 前項の遅滞日数の計算については、検査期間が始まる日の翌日から発注者が検査に着手した日の前日までの日数は、これを遅滞日数に算入しない

ものとする。 

 

（臨機の措置） 

第２７条 受注者は、災害防止等のため特に必要と認める場合には、臨機の措置をとらなければならない。この場合において、受注者は、あらかじめ

監督職員の意見を求めるものとする。ただし、緊急やむを得ないときは、この限りでない。 

２ 受注者は、前項の場合において、そのとった措置につき、遅滞なく監督職員に報告しなければならない。 

３ 監督職員は、災害防止その他修繕の施行上緊急に必要な事項については、受注者に対し、臨機の措置をとることを求めることができる。この場合

において、受注者は、直ちにこれに応じなければならない。 

４ 第１項及び前項の措置に要した経費のうち、発注者受注者協議して請負金額に含めることを不適当と認めた部分については、発注者がこれを負担

するものとする。 

 

（危険負担） 

第２８条 修繕物件の引渡し前に発注者の責めに帰することができない事由により修繕物件及び修繕材料（以下「修繕物件等」という。）について生

じた損害は、次項に規定する場合を除き、受注者の負担とする。第２４条の規定により既済部分払をした場合の当該既済部分についても同様とする。 

２ 天災地変その他の不可抗力により修繕物件等に損害を生じた場合において、その損害が重大であり、かつ、受注者が災害防止のため必要な臨機の

措置をとる等善良な管理者の注意を怠らなかったと認められるときは、その損害は、発注者が負担するものとする。この場合において、損害額は発

注者受注者協議して定めるものとし、保険等その損害をてん補する金額があるときは、損害額からこれを控除するものとする。 

３ 修繕物件等を保険等に付している場合において、修繕物件等に損害を生じたときは、その損害が発注者の責めに帰すべき事由による場合であって

も、その損害が当該保険によっててん補されるときは、てん補額を限度として、受注者が負担するものとする。 

 

（契約不適合責任） 

第２９条 受注者は、修繕物件の引渡し後１年以内に、その物件が種類、品質又は数量に関して契約の内容に適合しないもの（以下「契約不適合」と

いう。）であることが発見されたときは、発注者の請求により、自己の費用をもってこれを修繕し、代替物を引渡し又は不足分を引渡さなければな



らない。また、その契約不適合によって生じた物件の滅失若しくはき損に対して、損害を賠償するものとする。 

２ 前項の規定により契約不適合を修繕する場合において、発注者の都合により受注者の工場で修繕をすることができないときは、発注者受注者協議

して、受注者の費用をもって他の工場で修繕をすることができるものとする。この場合において、この負担する費用は、受注者の工場において、修

繕をした場合に係る費用に相当する額を限度とする。 

３ 第１項の期間は、契約不適合が入きょ又は行政庁の検査を受検するとき以外に発見できないものであるときは、修繕物件の引渡し後１年以上１年

半以内において最初の入きょ又は検査終了の時までとする。 

 

（契約の解除） 

第３０条 発注者は、下記各号の一に該当するときは、この契約の全部又は一部を解除することができる。 

（１） 受注者から解約の申出があったとき。（第３２条による場合を除く。） 

（２） 受注者が引渡期限までに修繕を完成してその引渡しをしないとき又は引渡期限までに修繕を完成して、その引渡しをする見込みがないこ

とが明らかなとき。 

（３） 受注者が第４条及び第５条の規定に違反したとき。 

（４） 前各号のほか、受注者がこの契約に違反し、そのため発注者が契約の目的を達することができないとき。 

（５） この契約の履行について、受注者又はその代理人若しくは使用人等が不正の行為をしたとき又はこれらの者が発注者の行う検査若しくは

監督を妨げ、又は妨げようとしたとき。 

（６） 受注者が破産の宣告を受け、又は無能力者となり、若しくは居所不明となったとき。 

２ 受注者（受注者が共同企業体であるときは、その構成員のいずれかの者。以下この項において同じ。）が次の各号のいずれかに該当するときは、

この契約を解除することができる。 

   （１） 役員等（受注者が個人である場合にはその者を、受注者が法人である場合にはその役員又はその支店若しくは常時契約を締結する事務所

の代表者をいう。以下この条において同じ。）が、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号。以下「暴力団対

策法」という。）第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）であると認められるとき。 

   （２） 暴力団（暴力団対策法第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員が経営に実質的に関与していると認められると

き。 

   （３） 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用する



などしたと認められるとき。 

  （４） 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、

若しくは関与していると認められるとき。 

  （５） 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認められるとき 

  （６） 下請契約その他の契約に当たり、その相手方が第一号から第五号までのいずれかに該当することを知りながら、当該者と契約を締結した

と認められるとき 

  （７） 受注者が、第一号から第五号までのいずれかに該当する者を下請契約その他の契約の相手方としていた場合（第六号に該当する場合を除

く。）に、発注者が受注者に対して当該契約の解除を求め、受注者がこれに従わなかったとき。 

                                                

３ 受注者は、第１項第１号から第５号までの場合において、違約金として、解約部分に対する請負金額の１０分の１に相当する金額を発注者に支払

わなければならない。ただし、第１項第１号又は第２号の場合において、受注者の責めに帰することのできない事由があるときは、この限りでない。 

４ 第２項の規定によりこの契約が解除された場合においては、受注者は、請負代金額の１０分の１に相当する額を違約金として発注者の指定する期

間内に支払わなければならない。 

 

第３１条 発注者は、前条に定める場合のほか、自己の都合により、修繕の終了前に、この契約の全部又は一部を解除することができる。この場合に

おいて、発注者は、受注者に損害が生じ解約後３０日以内に請求があるときは、その損害を賠償するものとする。 

２ 前項の損害額は確証のあるものを限度として、発注者受注者協議して定めるものとする。 

 

第３２条 受注者は、第１６条の規定による修繕の変更のため請負金額が２／３以下に減少したとき又は同条の規定による修繕中止の期間が契約期間

の１／２以上に達したときは、この契約を解除することができる。 

  

第３３条 前３条の規定により、この契約の全部又は一部が解除された場合において、受注者が第２３条の規定により、既済部分について代金の一部

の支払を受けているときは、発注者に対し、その全部の金額を発注者の指定する期日までに返納しなければならない。 

２ 発注者は、既済部分の全部又は一部が発注者の利用に適するものであり、かつ、発注者において必要とするときは、修繕費内訳明細書に記載した

単価により算出した金額（これによりがたいときは発注者受注者協議して定めた金額）の代価をもって、既済部分を取得できるものとする。 



３ 第１８条、第１９条、第２２条及び第２４条の規定は、前項の取得部分の検査、引渡し、請負代金の支払及び遅延利息について準用する。 

 

（相殺等） 

第３４条 この契約により発注者が受注者から収得すべき遅滞金、返納金、違約金等がある場合において、発注者が該当金額と相殺することができる

債務を受注者に対し有するときは、これを相殺するものとする。 

２ 前項の規定により相殺を行っても、なお発注者において収得金がある場合又は発注者が遅滞金、返納金、違約金等を徴収する場合において、受注

者は、発注者の指定する相当の期限までにこれらの金額を支払わないときは、発注者に対し、遅延利息を支払わなければならない。ただし、当該収

得金、遅滞金、返納金又は違約金が１，０００円未満の場合は、この限りでない。 

３ 第２４条第２項及び第３項の規定は、前項の遅延利息について準用する。この場合において、同条第２項中「年２．５パーセント」とあるのは「年

３パーセント」、同項ただし書中「受注者」とあるのは、「発注者」と、第３項中「１００円」とあるのは「１円」と読み替えるものとする。 

 

（談合等不正行為があった場合の違約金等） 

第３５条 受注者が、次に掲げる場合のいずれかに該当したときは、受注者は、発注者の請求に基づき、契約額（この契約締結後、契約額の変更が

あった場合には、変更後の契約額）の１０分の１に相当する額を違約金として発注者の指定する期間内に支払わなければならない。 

(1) この契約に関し、受注者が私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律(昭和 22年法律第 54号。以下「独占禁止法」という。) 第３条の規

定に違反し、又は受注者が構成事業者である事業者団体が独占禁止法第８条第１号の規定に違反したことにより、公正取引委員会が受注者に対し、

独占禁止法第７条の２第１項（独占禁止法第８条の３において準用する場合を含む。）の規定に基づく課徴金の納付命令（以下「納付命令」とい

う。）を行い、当該納付命令が確定したとき（確定した当該納付命令が独占禁止法第 63条第２項の規定により取り消された場合を含む。） 

 (2) 納付命令又は独占禁止法第７条若しくは第８条の２の規定に基づく排除措置命令（これらの命令が受注者又は受注者が構成事業者である事業

者団体（以下「受注者等」という。に対して行われたときは、受注者等に対する命令で確定したものをいい、受注者等に対して行われていないと

きは、各名宛人に対する命令すべてが確定した場合における当該命令をいう。次号において同じ。）において、この契約に関し、独占禁止法第３

条又は第８条第１号の規定に違反する行為の実行としての事業活動があったとされたとき。 

  (3) 前号に規定する納付命令又は排除措置命令により、受注者等に独占禁止法第３条又は第８条第１号の規定に違反する行為があったとされた期

間及び当該違反する行為の対象となった取引分野が示された場合において、この契約が当該期間（これらの命令に係る事件について、公正取引委

員会が受注者に対して納付命令を行い、これが確定したときは、当該納付命令における課徴金の計算の基礎である当該違反する行為の実行期間を



除く。）に入札（見積書の提出を含む。）が行われたものであり、かつ、当該取引分野に該当するものであるとき。 

 (4) この契約に関し、受注者（法人にあっては、その役員又は使用人を含む。）の刑法（明治 40年法律第 45号）第 96条の６又は独占禁止法第 89

条第１項若しくは第 95条第１項第１号に規定する刑が確定したとき。 

２ 受注者が前項の違約金を発注者の指定する期間内に支払わないときは、受注者は、当該期間を経過した日から支払いをする日までの日数に応じ、

年３パーセントの割合で計算した額の遅延利息を発注者に支払わなければならない。 

 

（紛争の解決） 

第３６条 この契約の履行について、発注者受注者間に紛議を生じたときは、発注者受注者協議して解決するものとする。 

 

（秘密の保全） 

第３７条 発注者及び受注者は、この契約の履行に際し知得した相手方の秘密を第三者に漏らし、又は利用してはならない。 

２ 前項の規程は、受注者の責任の下、その業務の一部を請け負わせようとする協力会社及び下請会社等まで及ぶものとする。 

 

（特約条項） 

第３８条 本契約については、別紙特約条項を定めるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 以上契約を証するため、この証書２通を作成し、発注者受注者各１通を保有する。 

 

令和 年 月 日 

 

 

住    所 東京都千代田区霞が関２-１-３ 

             発注者 

氏    名  支出負担行為担当官 

海上保安庁総務部長 勝山 潔 

 

住    所 

             受注者           

氏    名  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別紙 

特 約 条 項 
 

発注者、受注者は本契約書総則第１条に定める仕様書等では対応できない、新たな修繕実施について、次の特約条項を定める。 

 

第１条 発注者又は受注者は、本契約書総則第１条に定める仕様書等では対応できない、不具合を発見した場合、発注者が任命する監督職員（以下、

「監督職員」と言う。）と受注者による事前調整を経た後、受注者から発注者が指定する書面（以下「指定書面」と言う。）に当該不具合の修繕に要

する概算見積額を記載の上、監督職員あて報告し、その実施について協議するものとする。 

 

第２条 発注者は前１条の報告・協議を受け、当該修繕の必要があると判断した場合は、報告・協議を受けた指定書面にて、発注者が指定する職員（以

下「主任監督職員という。）から受注者あて実施を指示するものとし、受注者が当該指示を承諾する場合、発注者が実施を指示した指定書面を主任

監督職員あて提出するものとする。なお、それぞれの指示、承諾は監督職員を介して行うものとする。 

 

第３条 前２条に基づき行う手続きは、当初契約の変更契約として実施するものとし、その都度手続きを行うこととする。ただし次の各号によるもの

とする。 

 １ 発注者は指示した仕様変更を全て整理した確定仕様書を発注者が任命する検査職員による検査実施前までに作成し、受注者へ提出しなければな 

らない。 

 ２ 発注者・受注者は変更契約に伴う請負金額を、本契約の引渡期限後原則として２０日以内に確定しなければならない。 

   ただし、発注者受注者が協議して別の期日を定めた場合は、この限りでない。 

 

第４条 修繕が引渡期限内に完了せず遅滞金が発生する場合の起算日は引渡期限の翌日をその起算日とする。 

 

第５条 変更契約に伴う請負金額の確定は、受注者の見積額を参考に、発注者が算出した額に当初契約における予定価格と請負金額の比率を乗じた額

を基に、発注者、受注者協議の上、確定するものとし、当該比率については入札又は見積合わせ実施後、発注者から受注者へ別途通知するものとする。



この際の通知桁数は、小数点以下３桁（0.●●● 四桁以下切り捨て）とする。 

なお、本特約条項第３条第２号に定める期日までに協議が整わない場合は、発注者が提示する額をもって、請負金額の確定とする。 

 

 



 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

測量船昭洋定検修理 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

海上保安庁装備技術部船舶課 

 

令和４年６月 

 

 

 

 
 



 
 

 

第一章 一般 

 

  １ この修理は、船舶安全法その他関係法令に基づいて施工し、所要の検査に合格しなければならな

い。 

    また、検査に関する手続きは請負者が行い、その検査申請に当っては、検査職員の確認を受けてか

ら行うものとする。  

    なお、管海官庁に受理された船舶検査申請書の写しを検査職員及び船舶課に提出するものとする。 

  ２ この修理の施工に当っては、監督職員の監督を受け、検査職員の検査に合格しなければならない。 

  ３ この修理に使用する材料は、この仕様書で指示する場合を除き、現在使用している材料と同等の品

質又はそれ以上のものを使用するものとする。   

    また、国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律（グリーン購入法）に基づく環境物品等

の調達の推進に関する基本方針において、特定調達品目として定められているものにあっては、同基

本方針の「判断の基準」及び「配慮事項」に適合する材料を使用する。 

    なお、船舶安全法等の規定により、本基準に従うことが困難な場合にあっては、監督職員の指示に

より処理するものとする。 

  ４ 請負者は、受検日程等を記載した工程表を検査職員及び船舶課に提出し、その承認を受けなければ

ならない。 

  ５ この修理の施工に当り、撤去品等が発生した場合は、監督職員の指示により適法に処理するものと

する。 

  ６ この修理期間中、本船の保安及び災害防止並びに安全管理については、直接本船乗組員の責めに帰

すべき場合を除き、請負者がその責めに任ずるものとする。 

  ７ この修理期間中請負者は、本船の自活用の電力及び飲料水を供給するものとする。 

    なお、その使用料については、協議のうえ別途契約するものとする。 

  ８ この修理期間中請負者は、修理のために必要な、ほう炊及び居住の代替施設を供給するものとす

る。 

  ９ 修理期間は、令和４年９月14日から令和４年12月14日までの間の連続する50日以内とし、落札者は

契約後、海上保安庁装備技術部船舶課船舶整備企画室と協議し、修理期間を決定するものとする。 

  



 
 

    なお、修理のための基地出港日は修理開始前の３日以内、基地帰港日については引渡期限の３日以

内とする。 

  10 支払いは、修理完工及び書類提出後とする。 

  11 別紙に掲げる検査記録等提出期限は、修理完了後30日以内に提出するものとする。 

    ただし、最終提出期限は令和５年１月12日とする。（提出先は本庁分、本船分共に本庁とする） 

  



 
 

第二章 船体部 
 

１ 船体入出渠及び離接岸 

（１）主要目 

総トン数  ３，３５９トン 

全  長  ９８．００ｍ 

幅     １５．２０ｍ 

深  さ  ７．８０ｍ 

（２）滞架日数 

本修理にかかる滞架日数は、７日とする。 

（３）要領等 

ア 入出渠は、次の事項等に十分配慮し安全確実に行う。 

（ア）入渠要領図及び前回入渠時の盤木位置図を参照する。 

（イ）入出渠に伴うトリム等の調整は、船体局部に過大な荷重が加わることのないよう慎重に行うものと

し、入渠後の清海水の排水及びトリム等の調整用清海水の注水を行う。 

なお、入渠前のタンクコンディション調整は乗員が行うものとする。 

（ウ）前回入渠時の盤木位置図、ログ、音測等の船底付機器類、シーチェストの配置等を潜水夫等により

調査及び確認する。 

イ 離接岸は、十分な曳船を使用し安全確実に行う。 

ウ 盤木位置図を２部（本庁船舶課及び本船に各１部。以下同じ。）提出する。 

 

２ 居住区等の防汚処置 

修理仕様に指示するほか、次の防汚処置を本修理開始前に施工し、本修理完了後、同処置を撤去のうえ掃

き掃除を行う。 

（１）各室床 

ビニールシートでカバーする。（各出入口踏板部を含む。） 

操舵室            ３８㎡ 

機関監視区画         ２０㎡ 

通信区画           ２４㎡ 

第一観測室         １４８㎡ 

第一公室           ６４㎡ 

第二公室           ６４㎡ 

第１食器室          １１㎡ 

第２食器室           ９㎡ 

機関管理室          ６８㎡ 

（２）各通路床 

ビニールシートでカバーする。（暴露部の通路を除き、各出入口踏板部を含む。） 

航海船橋甲板廊室        １㎡ 

船橋甲板通路         １４㎡ 

船首楼甲板通路        ８８㎡ 

上甲板通路          ８２㎡ 

下甲板通路          ７２㎡ 

（３）各階段 

ステップ部は合板及びビニールシートで、ケコミ板、手摺部等はビニールシートでカバーする。（暴露

部の階段を除く。） 

航海船橋甲板～船橋甲板     １箇所 ２㎡ 

船橋甲板～船首楼甲板      １箇所 ２㎡ 

船首楼甲板～上甲板       ２箇所 ４㎡ 

上甲板～下甲板         ３箇所 ６㎡ 

（４）各室椅子、ソファ、テーブル 

ビニールシートでカバーする。 

操舵室椅子           ３脚 



 
 

機関監視区画椅子        ５脚 

通信区画椅子          ３脚 

第一観測室椅子        １１脚 

第一公室椅子         ２７脚 

第二公室椅子         ４２脚 

機関管理室椅子         ２脚 

機関監視区画ソファ       １脚 

通信区画ソファ         １脚 

第一観測室ソファ        ３脚 

第一公室ソファ         １脚 

第二公室ソファ         １脚 

機関監視区画テーブル      １個 

通信区画テーブル        １個 

第一観測室テーブル       ８個 

第一公室テーブル        ６個 

第二公室テーブル        ７個 

 

３ 船底外板 

船底外板（舵、シャフトブラケット、ビルジキール等の付加物並びにシーチェスト及びバウスラスタ蓋、

トンネル内を含む。）について、次の清掃等を行う。 

整備に必要な足場の架設、撤去は付帯とし、整備により生じたかき殻類は適法に処理する。 

（１）清掃、清水洗い 

 塗分線下外板                        ２０９２㎡ 

（２）塗膜不良部手入れ                        ２０９㎡ 

ディスクサンダーによる。 

（３）塗装 

プライマー エポキシ樹脂系     タッチアップ１回     ２２９㎡ 

Ａ／Ｃ   エポキシ樹脂系     タッチアップ２回     ２２９㎡ 

Ａ／Ｆ   加水分解型       総塗装   ２回    ２０９２㎡ 

（４）表示 

喫水マークの表示          ２回 一式 

（５）その他 

ア シーチェスト付格子は取外し、手入れ、塗装後復旧する。 

イ 塗装は塗料メーカーが定める塗装要領等に従い施工し、Ａ／Ｆの膜厚は２年仕様とする。 

ウ 使用したＡ／Ｃ及びＡ／Ｆ塗料の製造所、製品名、使用量を明記した報告書を２部提出する。 

（６）防汚処置等 

ア 清掃及び塗装中における音響測深機、電磁ログ、音波ログ、船底ドーム送受波部並びにプロペラ翼及

び同軸の防汚処置は十分に行う。 

イ 排水管の木栓による閉鎖等、排水による外板の水漏れ防止を行う。 

 

４ 船底保護陽極 

次の船底保護陽極（本船支給）を取替える。 

取外した保護陽極は計測し記録する。（計測記録表２部提出） 

船尾管のガット、ガードプレート等の取外し、復旧は付帯とする。 

   ビルジキール           ３００×１５０×３０  ２４個 

   舵板及びラダーホーン       ３００×１５０×３０  １６個 

   シャフトブラケット        ３００×１５０×３０   ６個 

   シーチェスト           ３００×１５０×３０  １２個 

   張出軸受             １５０× ７０×３０  ２０個 

   バウスラスタ           ３００×１５０×３０   ８個 

   バウスラスタトンネル       ３００×１５０×３０   ８個 

   船尾船底外板           ３００×１５０×３０  １６個 



 
 

   ビルジウェル           ３００×１５０×３０   ６個 

   船尾管内             ３００×１５０×３０   ２個 

   船尾管用整流覆内         ３００×１５０×３０   ２個 

     ナローマルチビーム測深機区画   ２００×１００×３０  １２個 

     海底地殻変動観測装置区画      ７０× ７５×２０   ２個 

 

５ 諸タンク 

５－１ 清水タンク 

（１）次のタンクのマンホールを開放し、清水洗浄、ローズボックスの解放清掃、乗員による点検、受検（圧

力試験を含む。）、マンホールパッキン（ネオプレーン５ｔ）取替え、復旧する。 

タンク内の酸素検知、照明装置及び足場の架設、撤去は付帯とする。 

第１清水タンク         ３５．１３ｍ3 （マンホール２個） 

第２清水タンク         ３５．１３ｍ3 （マンホール２個） 

第３清水タンク         ７９．７９ｍ3 （マンホール２個） 

第４清水タンク         ３１．７３ｍ3 （マンホール１個） 

第５清水タンク         ３１．７３ｍ3 （マンホール１個） 

第６清水タンク         ８１．９９ｍ3 （マンホール２個） 

（２）次のタンクのマンホールを開放し、清掃、乗員による点検、受検（圧力試験を含む。）、マンホールパッ

キン（ネオプレーン５ｔ）取替え、復旧する。 

タンク内の酸素検知、照明装置架設、撤去は付帯とする。 

 第１雑用清水タンク       １８．５６ｍ3 （マンホール１個） 

  第２雑用清水タンク       １８．５６ｍ3 （マンホール１個） 

     冷却清水タンク          ７．２４ｍ3 （マンホール１個） 

（３）次のタンク（置タンク）のマンホールを開放し、清掃、乗員による点検、マンホールパッキン（ネオプ

レーン５ｔ）取替え、復旧する。 

清水圧力タンク〔置〕       １．００ｍ3 （マンホール１個） 

（４）各測深管、張込管及び吸引管の下端部並びに同下船底外板の点検を行う。 

（５）各清水タンクに清水を補給し、２４時間経過後、水質検査を実施する。（合格証明書２部提出） 

 

５－２ 海水タンク等 

（１）次のタンクのマンホールを開放し、乗員による点検、減揺タンクを除き受検（圧力試験を含む。）、マン

ホールパッキン（ネオプレーン５ｔ）取替え、復旧する。 

タンク内の酸素検知、照明装置の架設、撤去は付帯とする。 

（２）各測深管、張込管及び吸引管の下端部並びに同下船底外板の点検を行う。 

前部釣合タンク         ７０．５２ｍ3 （マンホール２個） 

後部釣合タンク        １１９．０５ｍ3 （マンホール２個） 

第１バラストタンク       ３７．６９ｍ3 （マンホール２個） 

第２バラストタンク       ３７．６９ｍ3 （マンホール２個） 

第３バラストタンク       ９５．００ｍ3 （マンホール２個） 

第４バラストタンク       ９５．００ｍ3 （マンホール２個） 

第５バラストタンク       ６５．３５ｍ3 （マンホール２個） 

第６バラストタンク       ６５．６５ｍ3 （マンホール２個） 

減揺タンク          １１１．００ｍ3 （マンホール２個） 

 

５－３ 油タンク 

（１）次のタンクのマンホールを開放し、清掃、乗員による点検、受検（圧力試験を含む。）、マンホールパッ

キン（ネオプレーン５ｔ）取替え、復旧する。 

タンク内のガスフリー、ガス検知、照明・換気装置及び足場の架設、撤去は付帯とする。 

第１重油タンク        １２１．５２ｍ3 （マンホール２個） 

第２重油タンク        １２１．５２ｍ3 （マンホール２個） 

第６重油タンク         １８．４０ｍ3 （マンホール１個） 

第９重油タンク         ９６．４４ｍ3 （マンホール２個） 



 
 

第２潤滑油サンプタンク      ７．３３ｍ3 （マンホール１個） 

第１予備潤滑油タンク       ７．３３ｍ3 （マンホール１個） 

クリーンビルジタンク       ３．５０ｍ3 （マンホール１個） 

ビルジタンク           ９．９７ｍ3 （マンホール１個） 

ビルジ分離油タンク        ９．９７ｍ3 （マンホール１個） 

発電機燃料油ドレンタンク     １．４７ｍ3 （マンホール１個） 

油ドレンタンク          １．４７ｍ3 （マンホール１個） 

推進原動機室クリーンビルジタンク ２．６０ｍ3 （マンホール１個） 

（２）各測深管、張込管及び吸引管の下端部並びに同下船底外板の点検を行う。 

（３）各タンクの残油の移送は乗員作業とする。 

（４）整備により生じた廃油及びスラッジは適法に処分する。 

 

５－４ その他タンク 

（１）次のタンク（置タンク）のマンホールを開放し、清掃、乗員による点検、マンホールパッキン（ネオプ

レーン５ｔ）取替え、復旧する。 

生ごみ貯留タンク〔置〕      ３．００ｍ3 （マンホール１個） 

汚水タンク〔置〕         ０．５０ｍ3 （マンホール１個） 

（２）各測深管、張込管及び吸引管の下端部並びに同下船底外板の点検を行う。 

 

６ 汚物管等 

（１）次の汚物管を高圧洗浄する。 

汚物管内の洗浄水は陸揚げ廃水処理する。 

小便管のＳトラップ３個及び洋式便器３個の取外し復旧は付帯とする。 

第１便所    １００Ａ×２２ｍ 

第２便所     ６５Ａ× ２ｍ 

１２５Ａ× ４ｍ 

医務室便所   １００Ａ× ４ｍ 

主発電機室    ５０Ａ×５０ｍ 

         ８０Ａ× ４ｍ 

        １００Ａ× ７ｍ 

１５０Ａ× ４ｍ 

（２）小便管（８０Ａ×５ｍ×２本、６５Ａ×４ｍ×１本）を取外し、清掃、復旧する。 

（３）次の汚物管付波止弁を取外し、解放、清掃、点検、摺合せ、受検、フランジパッキン（ネオプレーン３

ｔ）取替え、復旧する。 

汚物処理装置船外排出用   （弁符号ＳＯＶ－９１１） １２５Ａ×１個 

汚物処理装置オーバーフロー用（弁符号ＳＯＶ－５１１）  ５０Ａ×１個 

 

７ 汚物処理装置 

汚物処理装置（五光製作所 ＴＦＣ－８０）について、次の整備を行い受検する。 

（１） 本体 

ア 本体上蓋及び点検口を開放し、内部洗浄、点検、復旧する。 

イ フロートスイッチを点検する。 

ウ 本船支給する以下の部品を取替える。(メーカーにより実施) 

（ア）接触酸化板組立種別１ ２０個 

（イ）接触酸化板組立種別２   ３個 

（ウ）上面ふたパッキン     ２巻 

（２）排出ポンプ（2 台）  

ア 解放、清掃、点検、組立調整、復旧する。 

イ 本船支給する以下の部品を取替える。（数量は 2 台分） 

（ア）水切りゴム           2 個 

（イ）ふたガスケット         2 枚 

（ウ）弁ゴム             2 個 



 
 

（エ）ベアリング ６３０５－２RU   2 個 

（オ）メカニカルシール        2 個 

（カ）ポンプ用パッキン        2 組 

（キ）回り止め用座金         2 個 

（ク）並行ピン（φ3×16）        4 個 

（ケ）ベアリング  ６３０６－２RU    2 個 

（コ）Ｖベルト   Ａ-３３         4 本 

（３）付属諸弁 

解放、清掃、点検、摺合せ、パッキン取替え、復旧する。 

（４）エアーコンプレッサ（2 台） 

ア 解放、清掃、点検、組立調整、復旧する。 

イ 本船支給する以下の部品を取替える。（数量は 2 台分） 

  （ア）ベアリング  ６２０３ＺＺ              4 個 

  （イ）オイルシール ＳＣ１６３０８               2 個 

  （ウ）O リング   １５－１７                 4 個 

    （エ）エアーフィルター                    2 個 

  （オ）点滴ジョイント組立                   2 個 

  （カ）循環オイルビニールホース                4 本 

  （キ）ホースバンド（φ６ホース用）              2 個 

  （ク）リターンホース                     4 本 

  （ケ）ホースバンド（φ18 ホース用ＧＣ７５２４８４－３２）  2 個 

  （コ）ホースバンド（φ18 ホース用ＧＣ７５２４８４－３３）  2 個 

  （サ）オイルフィルター ＡＳＳＹ               2 個 

  （シ）オイル補給口パッキン                 2 個 

  （ス）Ⅴベルト Ａ－４０                   4 本 

  （セ）循環オイル                       １Ｌ  

（５）臭気抜き通風機（2 台） 

ア 解放、清掃、点検、組立調整、復旧する。 

イ 本船支給する以下の部品を取替える。（数量は 2 台分） 

  （ア）ガスケット（ＶＦＭ―４用）               2 枚 

    （イ）送風機組立                      2 個 

  （ウ）パッキン  ＧＥ７５３３７３                        2 枚 

  （エ）パッキン  ＧＥ７５３３７０                        2 枚 

  （オ）パッキン   ＧＥ７５３３７２                        2 枚 

  （カ）Ⅴリング                       2 個 

（６）その他 

ア 各部組立調整、復旧後、試運転を行い良態確認する。 

イ 効力試験を行う。 

 

８ 板厚計測 

船体中央部０．４Ｌ間の３断面について、外板、甲板及び二重底頂板等の板厚計測を行い、受検する。（計

測記録表２部提出） 

 

９ 舵 

（１）両舷舵（流線型半平衡吊舵×２）を取外し、清掃、点検、受検、復旧する。 

吊ピースの取付け、撤去及び足場の架設、撤去は付帯とする。 

（２）各軸受部の間隙を計測する。（計測記録表２部提出） 

（３）次のパッキンを取替える。 

     舵頭材部  １２φ合成ゴムパッキン 硬度４５°±５° ２個 

           １７φ合成ゴムパッキン 硬度４５°±５° ２個 

ピントル部 １２φ合成ゴムパッキン 硬度４５°±５° ２個 

           １７φ合成ゴムパッキン 硬度４５°±５° ２個 



 
 

（４）舵軸給油装置及び同管系の作動確認、給油する。 

 

１０ 排水設備 

（１）船底ビルジ等排出用のローズボックスを解放し、清掃、点検、受検、復旧する。 

（２）次の船底弁、波止弁を開放、清掃、点検、摺合せ、受検（最高航海喫水線以下で船外に通じるものに限

る。）、フランジパッキン（ネオプレーン３ｔ）取替え、復旧する。 

     非常消火ポンプ用（弁符号ＣＷＶ－８９１）１５０Ａ×１個（観測器材倉庫） 

     船首喫水計用  （弁符号ＰＮＶ－  ２） ５０Ａ×１個（バウスラスタ室） 

     船尾喫水計用  （弁符号ＰＮＶ－  ３） ５０Ａ×１個（推進電動機室） 

食器室用    （弁符号ＡＤＶ－５０５） ５０Ａ×１個（第８乗員室） 

空調・居室用  （弁符号ＡＤＶ－５０６） ５０Ａ×１個（第７乗員室） 

     野菜庫用    （弁符号ＡＤＶ－５０８） ５０Ａ×１個（漬物庫） 

     ダクト用    （弁符号ＡＤＶ－５９１） ５０Ａ×１個（バウスラスタ室） 

     ダクト用    （弁符号ＡＤＶ－５９２） ５０Ａ×１個（バウスラスタ室） 

ダクト用    （弁符号ＡＤＶ－５９７） ５０Ａ×１個（観測機材庫） 

ダクト用    （弁符号ＡＤＶ－５９８） ５０Ａ×１個（舵取機室） 

居室用     （弁符号ＡＤＶ－６１１） ６５Ａ×１個（第３予備室） 

調理室用    （弁符号ＡＤＶ－６１２） ６５Ａ×１個（第３予備室） 

観測準備室用  （弁符号ＡＤＶ－６１３） ６５Ａ×１個（推進電動機室） 

汚水タンク用  （弁符号ＡＤＶ－６２１） ６５Ａ×１個（第３予備室） 

調理室用    （弁符号ＡＤＶ－８０３） ８０Ａ×１個（第４予備室） 

第１浴室用   （弁符号ＡＤＶ－８１２） ８０Ａ×１個（推進電動機室） 

第２浴室用   （弁符号ＡＤＶ－８１３） ８０Ａ×１個（推進電動機室） 

浴室・雨具庫用 （弁符号ＡＤＶ－８１４） ８０Ａ×１個（推進電動機室） 

ディスポーザー用（弁符号ＡＤＶ－８１５） ８０Ａ×１個（第４予備室） 

空調装置用   （弁符号ＳＷＶ－ ８１）１００Ａ×１個（第２電気機器室） 

糧食冷凍装置用 （弁符号ＳＷＶ－５８１） ５０Ａ×１個（バウスラスタ室） 

     空気圧縮機用  （弁符号ＣＷＶ－９１０）１００Ａ×１個（空気圧縮機室） 

 

１１ 舷梯装置 

両舷舷梯装置について、次の整備を行い受検する。 

（１）本体 

ア 各部清掃、点検、給脂、復旧する。 

イ ワイヤーロープ（ＳＵＳ１２φ ４０ｍ 端末ロック加工）各１本を取替える。 

ウ 荷重試験を行う。 

（２）ウインチ 

ア 解放、清掃、点検、給脂、組立調整、復旧する。 

イ 解放の際、本船支給する以下の部品を交換する。 

（ア） 特殊エアーウインチ（エアモータを除く） 

（イ） エアモータ完備品 JAM-1PE-450D 

 

１２ 錨・錨鎖及び錨鎖庫 

（１）主錨・錨鎖 

主錨及び錨鎖を渠底に繰出し、配列、清水洗浄、シャックル解放、錆の粗落し、各部計測（ケンターシ

ャックルの寸法及び嵌合部の間隙計測を含む。）、受検、瀝青質防錆塗料２回塗装、指示する錨鎖の振替、

節マーク（半節マークを含む。）表示、復旧する。（計測記録表２部提出） 

錨鎖根止め部の解放、手入れ、復旧は付帯とし、シャックルのテーパーピン（ＳＵＳ）２０本は取替え

る。 

主錨  ２４７５kg× ２個 

錨鎖    ４６φ×２０連（短鎖２連を含む。） 

（２）錨鎖庫 

錨鎖庫の下部敷板を取外し、庫内清掃、塗膜不良部手入れ（延べ１㎡）、ハイビルド型エポキシ系塗料



 
 

１回塗装、復旧する。 

錨鎖庫内の酸素検知及び照明・換気装置の架設、撤去は付帯とする。 

 

１３ 救命設備 
１３－１ 救命艇 

（１）救命艇（（株）信貴造船所 ＳＺ－７３ＢＲＳ）２隻（救助艇兼用）について、整備認定事業場又はサ

ービスステーション（以下「整備認定事業場等」という。）による次の法定点検整備を行い、受検、復旧

する。（整備記録表２部提出） 

ア 艇内外、進水装置及び離脱装置の外観検査 

イ 水密空気箱の気密試験 

ウ 振出し試験 

エ 進水装置（艇の降下、進水、揚収試験） 

オ 進水装置（ウインチ制動装置の動的試験） 

カ 浮上試験 

キ 離脱装置の解放整備、作動試験 

ク 機付艇の試運転 

ケ 通風装置の作動試験 

コ 蓄電池の電解液比重計測 

サ 室内灯、キャノピー灯及び探照灯の点灯試験 

シ ぎ装品の確認、水密電気灯の点灯試験 

ス 荷重試験 

（２）次の部品を交換する。 

    救命索   ２隻分 

 
１３－２ 救命艇ダビット 

救命艇ダビット（ミウラ・バイデル（株）ＲＢＥ－５６００）２基について、整備認定事業場等による次

の法定点検整備を行い、受検、復旧する。（整備記録表２部提出） 

（１）本体 

ア 各部清掃、点検、給脂、復旧する。 

イ リミットスイッチを点検する。 

ウ 以下の部品を交換する。 

（ア）ダビット吊り索各２本を取替える。 

船首側 亜鉛メッキ ２０φ ６４．５ｍ 端末ロック加工 

船尾側 亜鉛メッキ ２０φ ５８．０ｍ 端末ロック加工 

（イ）カムクラッチ ＡＬ５５    ２式（１台あたり１式）（本船支給） 

  （ウ）オイルシール ＳＢ５０７２９ ２式（１台あたり１式）（本船支給） 

  （エ）ラッシングワイヤ ＳＵＳ    ４組（１台あたり２組）（本船支給） 

エ 部品交換後、振出試験を行い、良態を確認する。 

（２）ウインチ 

ア 解放、清掃、点検、給脂、組立調整、復旧する。 

イ 以下の部品を取替える。（数量は 2 台分） 

（ア）サイドカバーガスケット ♯９３０     ２個 

（イ）ボルト、バネ座金    Ｍ１２×３０  ３２個   

（３）ブレーキ機構 

ア 解放、清掃、点検、給脂、組立調整、復旧する。 

イ 以下の部品を取替える。（数量は 2 台分） 

（ア）ダストシール      ＶＲ６０Ａ      ４個 

（イ）ボルト、バネ座金    Ｍ１２×３５   １２個 

（ウ）六角ボルト、バネ座金  Ｍ１０×５０     ８個 

（エ）ボルト、バネ座金    Ｍ１０×３０   １６個 

（オ）六角ボルト、バネ座金  Ｍ１０×１５０ １６個 

（カ）六角ボルト、バネ座金  Ｍ６×２０    ８個 



 
 

（キ）スプリング       φ５×４０    ２個 

（ク）ベアリング       ５１３０６    ２個 

（ケ）ベアリング       ５１１０５    ２個 

（コ）オイルシール      ＳＢ５０７２９  ２個 

（サ）Ｏリング        Ｓ－１１５    ２個     

ウ 本船支給するブレーキライニング（６０×４１×６ｔ ２台分：１２枚）を取替える。 

 

１３－３ 膨脹式救命いかだ 

膨脹式救命いかだ（ＦＲＮ－ＳＶ２０（２０人用）１９９７年１１月製）４台について、整備認定事業場

等による次の法定点検整備を行い、受検、復旧する。（整備記録表２部提出） 

（１）外観点検 

（２）ガス充気装置の点検 

（３）ぎ装品の点検 

（４）漏えい試験 

（５）安全弁の作動試験 

（６）乗込台の機能確認 

（７）自動離脱装置の外部点検、作動試験 

（８）積付け等の検査 

（９）自動索及びもやい綱取替え 

（１０）荷重試験 

（１１）耐圧試験 

（１２）実ガス膨脹試験（CO2 ボンベ、N2 ボンベの取替えを含む。） 

 

１３－４ 降下式乗込装置 

降下式乗込装置（ＦＳＤ－７０ＳＯ、１９９７年５月製）２基について、整備認定事業場等による次の法

定点検整備を行い、受検、復旧する。（整備記録表２部提出） 

（１）投下膨張試験及び気質漏洩試験        ２台 

（２）安全弁試験                 ２台  

（３）気室耐圧試験                ２台 

（４）海水電池導通試験              ２台 

（５）CO２、N２ガスボンベ            ４本 

（６）カットバルブ用撃針             ４本 

【付帯】 

 整備認定事業場等による引取及び積込 

 

１４ 消防設備 

（１）次の消火装置の受検準備等を行い、受検、復旧する。（点検記録表２部提出） 

射水消火装置の２条の射水試験、属具の配列及び復旧は乗員作業とする。 

ア 固定式鎮火性ガス消火装置 

ボンベ充填重量確認（炭酸ガス消火装置、調理室排気ダクト用消火装置） 

配管の通気試験 

可聴式警報装置の作動試験 

イ 火災探知装置 

探知器、警報装置の作動試験 

ウ その他の消防装置 

積付数量及び積付方法の確認 

炭酸ガス消火器の充填重量確認 

  自蔵式呼吸具のガス量計測、可聴警報装置等の効力試験 

（２）非常用消火ポンプ（シンコー ＲＶＰ１３０ＭＵＳ ６０ｍ3/h×８０ｍ）を解放し、清掃、点検、付

属諸弁摺合せ、受検、組立調整、復旧する。 

本船支給する別表１の部品を取替える。 

 



 
 

１５ 効力試験等 

次の効力試験等を実施し受検する。 

索類、航海用具の配列及び復旧は乗員作業とする。 

ア 閉鎖装置、舷窓等の外観検査 

イ 水密戸等の開閉試験 

ウ 機関室内その他の場所における排水試験 

エ 索類、航海用具の現状確認 

オ 船灯類の断線警報の効力試験又は点滅試験 

カ 汽笛の吹鳴試験 

キ 揚貨装置の外観検査、荷役記録簿等確認 

ク 満載喫水線の標示等 

ケ ＡＦＳ条約にかかる船底防汚方法の確認 

（船舶構造規則第６４条に適合すること） 

コ 海防法に関する受検 

 

１６ バウスラスター蓋開閉装置 

（１）蓋を開放状態で固定するためのストッパー板の溶接部を切断し取外し清掃する。 

   取外したストッパー板は本船で保管する。 

    ストッパー板 ＳＳ４００ １２ｔ×３００×１２５ ４枚 

           ＳＳ４００ １２ｔ× ５０×１２５ ４枚 

           ＳＳ４００ １２ｔ× ７５× ５０ ４枚 

           ＳＳ４００ １２ｔ×１００×１２５ ４枚 

           ＳＳ４００  ６ｔ× ５０×６２０ ２本 

（２）バウスラスターレセス内から取外され、本船で保管している次の油圧ホース等を復旧する。 

   復旧に伴い取外した閉止フランジは本船で保管する。 

    油圧ホース Ｒｃ３／８” ×６００ ２本 

          Ｒｃ３／８” ×７００ ６本 

    チーズ   Ｒｃ３／８”      ２個 

    ニードル弁 Ｒｃ３／８”      ２個 

（３）両舷のロッキングシリンダー（本船支給）を取付ける。 

（４）次のリミットスイッチ（本船支給）を取替える。 

    右舷蓋閉鎖検知用      １個 

    右舷ストッパーロック検知用 １個 

    左舷蓋開放検知用      １個 

    左舷ストッパーロック用   １個 

（５）バウスラスター蓋開閉試験を行い、良態を確認する。 

 

１７ ミランダボートダビット 

ランチングストロープ２組４本について製造者による点検整備を行う。 

【ランチングストロープ】 

・ＨＬ０１－５   1本 

・ＨＬ０１－６   1本 

・ＨＬ０１－７   1本 

・ＨＬ０１－８   1本 

  【製造者】 

    テクノアルファ㈱ マリン・環境機器グループ 

    東京都品川区西五反田２－２７－４ 

    ＴＥＬ０３－３４９２－７６７９ 

  【点検内容】 

 ア 分解のうえ、フック、シャックル、スイベル、エンドリングをバフ磨きし、非破壊検査（Ｘ線検査）

を行う。 

イ ワイヤーロープ（ＳＵＳ２０φ 両端ロック加工）、の目視点検を行う。 



 
 

ウ 検査記録書を２部提出する。 

 

１８ 検査・計測記録等 

本仕様に基づく船体部の次の検査・計測記録等は、取りまとめのうえ２部製本し、本庁船舶課及び本船に

各１部提出する。 

１（３）   盤木位置図 

３（５）   塗料報告書 

４      船底保護陽極計測記録表 

５－１（５） 水質検査合格証明書 

８      板厚計測記録表 

９      軸受間隙計測記録表 

１２（１）  錨鎖計測記録表 

１３－１（１）救命艇整備記録表 

１３－２   救命艇ダビット整備記録表 

１３－３   膨脹式救命いかだ整備記録表 

１３－４   降下式乗込装置整備記録表 

１４     消防設備点検記録表 

１５     効力試験受検記録 

  



非常用消火ポンプ　交換部品

項 品　目 　規　格 備　考

1 ワッシャー ３０ 個 1

2 パッキン ３１ 個 1

3 スリーブ ２２A 個 1

4 インペラーナット ２７ 個 1

5 スナップリング ７０ 個 1

6 マウスリング ３８ 個 2

7 ケーシングリング ３９ 個 1

8 ラインベアリング ４１ 個 1

9 メカニカルシール ５４ 組 1

10 パッキン ５４－３ 個 1

11 ケーシングガスケット ８６１ 個 1

12
ボリュートエンドカバガスケッ
ト

８６１－１ 個 1

13 エキタイパッキン Ｇ２０９－２０ 個 2

14
カップリングボルト、ナット、
ワッシャー

３７３ 組 6

15 ワッシャー ２１０ 個 1

16 ボールベアリング ２１１ 個 2

17 ボールベアリング ２１８ 個 1

18 スナップリング ２１２ 個 3

19 オイルシール ２１９ 個 1

20 スナップリング ２３２ 個 1

21 パッキン ２４４ 個 2

22
スリーボンド（エキタイパッキ
ン）

Ｇ２０９－０８ 個 1

23 スナップリング ８８７ 個 1

24 シートパッキン ８９１ 個 1

数　量

別表１



 
 

第三章 機関部 
 

１ 右舷主発電機用原動機（計画保全Ｍ４） 

製造所、型式    ：三井造船 6ADD30V 

連続最大出力×回転数：2,978kW×720min-1 

シリンダ数×径×工程：6×300mm×480mm 

 右舷主発電機原動機について、次の整備を行う。別紙１の部品（本船支給）を取替える。 

（１）シリンダカバ 

ア シリンダカバ 6 個 

  （ア）分解、清掃、手入れ、組立調整及び復旧する。 

  （イ）燃焼面を点検する。 

  （ウ）水位部を清掃する。 

  （エ）給排気通路部を点検する。 

  （オ）主弁・副弁弁座を点検する。 

  （カ）ガスシール面・スワラを点検する。 

（キ）安全放気弁、燃料噴射弁の取付穴を点検する。 

  イ 主弁 6 個 

  （ア）分解、清掃、点検、摺合せを行う。 

  （イ）エアピストン、コーンピース間テーパー点検する。 

  ウ 副弁 6 個 

  （ア）分解、清掃、点検、摺合せを行う。 

  （イ）弁本体用ピストンリングを点検する 

  （ウ）弁本体用カーボンシールリングを点検する。 

  （エ）弁本体用スプリングエアシールを点検する。 

  エ 安全放気弁 6 個 

  （ア）分解、清掃、点検、摺合せを行う。 

  （イ）開弁圧力点検、調整を行う。 

 オ 指圧器弁 6 個 

  （ア）分解、清掃、点検、摺合せを行う。 

（２）ピストン及び連接棒 

  ア ピストン 6 個 

  （ア）抜出、清掃及び点検を行う。 

  （イ）リング溝の補修を行う。 

  イ 連接棒 6 個 

  （ア）クランクピンメタルを点検する。 

  （イ）セレーション部を点検する。 

  （ウ）締付けボルトを点検する。 

（３）シリンダライナ 

ア ライナ内面を点検する。 

（４）バランスウェイト 

ア クランク軸との取付け部を点検する。 

（５）調速機 

ア 電子ガバナ（MGN-1A） 1 式 

揚陸開放、清掃、手入れ、組立、調整及び復旧を行う。（メーカー整備） 

（６）燃料噴射弁 6 個 

ア 取り外し、分解、整備、点検、組立及び復旧を行う。 

イ 噴射圧力調整、噴射試験を行う。 

（７）燃料噴射ポンプ 

ア ダンパを取外し、点検整備を行う。 

イ ダンパフィルタエレメント及びパッキン類を交換する。 

ウ 燃料噴射時期を調整する。 

（８）こし器 



 
 

ア 燃料第２こし器（K8FE2Y-W10X  神奈川機器） 1 個 

（ア）油圧アクチュエータを点検する。 

（イ）エレメントの清掃点検を行う。 

（ウ）駆動機構の開放点検を行う。 

イ 潤滑油 2 次こし器（K8E4RXO-W30-X 神奈川機器） １個 

（ア）油圧アクチュエータを点検する。 

（イ）エレメントの清掃点検を行う。 

（ウ）駆動機構の開放点検を行う。 

（９）検査、試験計測 

ア 検査 

（ア）染色探傷検査 

      シリンダカバ       ６個 

      ピストン頂部       ６個 

      主弁           ６個 

      副弁           ６個 

      クランクピン       ６個 

（イ）磁気探傷検査 

      ピストンピン       ６個 

      連接棒          ６個 

      クランクピンボルト   ２４個 

      バランスウェイト合せ面 １式 

イ 試験 

（ア）シリンダカバ水圧試験 0.4MPa              ６個 

ウ 計測 

（ア）主弁寸法                        ６個 

（イ）副弁寸法                        ６個 

（ウ）副弁 弁シート部摩耗量                 ６個 

（エ）ピストンクラウン、ピストンスカートの寸法        ６個 

（オ）ピストン触火面                     ６個 

（カ）ピストンピン外径                    ６個 

（キ）ピストンリング溝                    ６個 

（ク）ピストンピン軸受内径                  ６個 

（ケ）連接棒大端部内径                    ６個 

（コ）シリンダライナ内径                   ６個 

（サ）高弾性ゴム接手（出力軸） ゴムエレメント永久変形量計測 １式 

（シ）防振ゴムのゴム高さ                   １式 

（１０）その他 

ア 機関室天蓋を取り外し、重量物を陸揚げ、保管及び積込みを行い、同天蓋のパッキン（ネオプレー

ン 1000×1500×10t、52W）取り替えのうえ復旧する。 

イ 防音ボックスの一部を取り外し、復旧する。 

ウ 復旧後、乗員が行う係留運転及び海上運転に立合い、始動試験、前後進試験、非常停止装置の作動

試験、警報装置の作動試験、操縦場所の切替試験等の効力試験を行う。 

 

２ 左舷主発電機用原動機（計画保全Ｍ３） 

製造所、型式    ：三井造船 6ADD30V 

出力×回転数    ：2,978kW×720min-1 

シリンダ数×径×工程：6×300mm×480mm 

左舷主発電機原動機について、次の整備を行う。 

別紙２の部品（本船支給）を取替える。 

（１）シリンダカバ 

ア 副弁 

  （ア）弁本体用スプリングエアシールを点検する。 



 
 

イ 給排気弁駆動装置 

（ア）分解、点検を行う。 

（イ）ローラーガイド、逆止弁、バネの点検を行う。 

（２）調速機（電子ガバナ MGN-1A） 1 式 

揚陸開放、清掃、手入れ、組立、調整及び復旧する。（メーカー整備） 

（３）過給機 

（ア）陸揚開放、清掃、手入れ、組立調整及び復旧を行う。 

（イ）水衣部の薬品洗浄を行う。 

（４）熱交換器 

ア 熱交換器（チューブ式） 

（ア）空気冷却器（191.8m2） 

      陸揚開放、清掃、手入れ、組立調整及び復旧を行う。 

      内外部を薬品洗浄する。 

      保護亜鉛を取り替える。 

イ 熱交換器（プレート式） 

（ア）潤滑油冷却器（27.6m2） 

      開放、清掃、手入れ、組立調整及び復旧する。 

      プレートを洗浄する。 

（イ）清水冷却器（13.6m2） 

      開放、清掃、手入れ、受検、組立、調整及び復旧する。 

      プレートを洗浄する。 

（５）諸管 

ア 吸気管  

（ア）清掃、内壁の腐食を点検する。 

イ 排気管 

（イ）清掃のうえ内壁の堆積、腐食の点検をする。  

（６）燃料噴射弁 

ア 取り外し、分解、整備、点検、組立及び復旧を行う。 

イ 噴射圧力調整（45±3MPa）及び噴霧テストを行う。 

（７）燃料噴射ポンプ 6 個 

ア 開放、清掃、手入れ、組立調整及び復旧を行う。 

イ プランジャ及びバレルを点検する。 

ウ ダンパの取外し、点検、整備を行う。 

エ コントロールスリーブ及びラックの点検、整備を行う。 

オ 安全弁、逆止弁、ローラーガイド及びエアピストンの点検、整備を行う。 

カ 燃料高圧管の点検、整備を行う。 

キ 燃料噴射時期の調整を行う。 

（８）こし器 

ア 燃料第二こし器（神奈川機器 K8FE2Y-W10X  ろ過能力 10μm） 1 個 

（ア）開放、エレメントの超音波洗浄、点検、復旧を行う。 

（イ）駆動部開放、清掃、点検、復旧を行う。 

イ 潤滑油 2 次こし器（神奈川機器 K8E4RXO-W30-X ろ過能力 30μm） 1 個 

（ア）開放、エレメント超音波洗浄、点検、復旧を行う。 

駆動部開放、清掃、点検、復旧を行う。 

（９）試験、計測 

  次の試験、計測を行う。（整備記録表 2 部提出） 

   ア 検査 

（ア）探傷検査（染色探傷） 

       過給機ローター        １個 

       過給機ノズル・ディフューザー １式 

（イ）圧力試験 

       空気冷却器  水圧試験 １個 0.4MPa/0.6MPa  



 
 

       潤滑油冷却器 水圧試験 １個 0.4MPa/0.6MPa 

       清水冷却器  水圧試験 １個 0.4MPa/0.6MPa 

イ 計測 

    （ア）スプリングエアシール計測 

    （イ）給排気弁本体下部寸法 

    （ウ）吸排気弁駆動油圧ピストン寸法、間隙 

    （エ）吸排気弁駆動油圧ピストンリング溝高さ 

    （オ）クランク軸デフレクション 

    （カ）過給機回転部間隙計測、ケーシング厚さ 

    （キ）燃料噴射装置プランジャ・バレル間隙 

    （ク）燃料噴射装置本体下部間隙  

（１０）ねじり振動防止ダンパ 

ア ねじり振動ダンパ（バランサ駆動用）について、シリコンダンパのサンプルを採取、分析する。 

（１１）その他 

ア 機関室天蓋を取外し、重量物等の陸揚げ、保管及び積込みは１項目に含む。 

イ 防音ボックスの一部を取り外し、復旧は付帯とする。 

ウ 復旧後、乗員が行う係留運転及び海上運転に立合い、始動試験、前後進試験、非常停止装置の作

動試験、警報装置の作動試験、操縦場所の切替試験等の効力試験を行う。 

エ オイルミストディテクタの開放、清掃、手入れ、組立調整及び復旧する 

 

３ １号補助発電機用原動機（計画保全 M4） 

製造所、型式    ：ヤンマー S165L-SN 

定格出力×回転数  ：397kW×1,200min-1 

シリンダ数×径×行程：６×165mm×210mm 

１号補助発電機用原動機について、次の整備を行う。別紙３の部品（本船支給）を取替える。 

（１）シリンダカバ 

ア シリンダカバ 6 個 

（ア）開放、清掃、点検、各弁装着面摺合せ、組立調整、復旧を行う。 

（イ）水衣部を薬品洗浄する。 

イ 吸気弁 12 個 

（ア）開放、清掃、点検、摺合せ（機械加工を含む。）、組立調整、復旧する。 

ウ 排気弁 12 個 

（ア）開放、清掃、点検、摺合せ（機械加工を含む。）、組立調整、復旧する。 

エ 燃料噴射弁 6 個 

（ア）開放、清掃、点検、組立調整、復旧する。 

（イ）噴射圧力調整（23.5MPa）及び噴霧テストを行う。 

オ 指圧器弁 6 個 

（ア）開放、清掃、点検、摺合せ、組立調整、復旧する。 

カ 始動弁 6 個 

（ア）開放、清掃、点検、摺合せ、組立調整、復旧する。 

キ 動弁装置 12 個 

（ア）タペットクリアランス調整（給気 0.3mm／排気 0.3mm）を行う。 

（２）ピストン、連接棒 

ア ピストン 6 個 

（ア）抜出し、清掃、点検、復旧を行う。 

（イ）ピストンピン及び同軸受開放、清掃、点検、組立調整、復旧を行う。 

（ウ）冷却室の薬品洗浄を行う。 

イ 連接棒                             6 個 

（ア）開放、清掃、点検、組立調整、復旧を行う。 

（イ）クランクピン軸受を開放、清掃、点検、組立調整、復旧する。 

（３）シリンダライナ 

ア 抜出し、清掃、点検、復旧する。 



 
 

イ シリンダライナ及び架構の水衣部を防食塗装する。 

（４）主軸受 7 個 

ア 開放、清掃、点検、組立調整、復旧する。 

イ 締付ボルトを点検する。 

（５）カム軸、タイミングギア 

ア 開放、清掃、点検、組立調整、復旧する。 

イ カム、ローラ当りの点検を行う。 

（６）燃料噴射ポンプ（一体型、ガバナ付）               1 個 

ア 開放、清掃、点検、組立調整、復旧する。 

イ 吐出弁摺合せ、噴射時期を調整する。 

（７）付属ポンプ（機付） 

ア 開放、清掃、点検、諸弁摺合せ、組立調整、復旧する。 

冷却清水ポンプ       １個 

冷却海水ポンプ       １個 

潤滑油ポンプ        １個 

燃料供給ポンプ       １個 

（８）始動空気弁 

ア 塞止弁、操縦弁及び分配弁の開放、清掃、点検、摺合せ、組立調整、復旧する。 

（９）熱交換器 

ア 開放、清掃、点検、組立調整、復旧する。 

イ 次の機器の海水流路を清掃、薬品洗浄する。 

空気冷却器 （20.3ｍ2）   １個 

潤滑油冷却器（4.44ｍ2）   １個 

清水冷却器 （3.40ｍ2）    １個 

（１０）クランクケース 

ア 内部清掃、締付けボルトを点検する。 

（１１）諸管 

ア 次の配管を取外し、清掃、点検、管取付面摺合せ、組立調整、復旧する（防熱覆いを取外し、復旧

は付帯とする。）。 

吸気管、排気管 

排気管伸縮継手 

燃料油管、潤滑油管 

冷却水管 

（１２）こし器 

  ア 燃料油こし器 

開放、エレメント清掃、点検、復旧する。 

  イ 潤滑油こし器 

開放、エレメント清掃、点検、復旧する。 

  ウ 過給機用潤滑油こし器 

     開放、清掃、点検、復旧する。 

  エ 潤滑油遠心こし器 

     開放、清掃、点検、復旧する。 

（１３）潤滑油圧力調整弁 

   ア 開放、清掃、点検、復旧する。 

（１４）潤滑油温調弁、清水冷却器付清水温調弁 

ア 開放、清掃、点検、組立調整、復旧する。 

イ 薬品洗浄を行う。 

（１５）調速機 

ア 開放、清掃、点検、組立調整、復旧（メーカー整備）する。 

（１６）ガバナ駆動装置 

ア ギヤケース内部を点検する。 

（１７）保護装置 



 
 

ア 点検、調整する。 

（１８）試験、計測 

次の試験、計測を行う。（整備記録表２部提出） 

ア 圧力試験 

（ア）シリンダカバ          ６個  0.4MPa 

（イ）空気冷却器           １個  0.4MPa 

（ウ）潤滑油冷却器          １個  0.4/0.6MPa 

（エ）清水冷却器           １個  0.4/0.6MPa 

イ 探傷検査（磁気探傷） 

（ア）クランクピンボルト      １２個 

ウ 探傷検査（染色探傷） 

（ア）シリンダカバ          ６個 

（イ）吸排気弁           １２個 

（ウ）ピストン            ６個 

（エ）ピストンピン          ６個 

（オ）連接棒             ６個 

（カ）タイミングギヤ         １個 

（キ）クランク軸           １本 

（ク）排気管伸縮継手         １式 

エ 計測 

（ア）排ガス通路部肉厚（摩耗確認） 

（イ）吸排気弁座（シリンダカバ側）、弁案内の摩耗量 

  （ウ）吸排気弁棒、ブッシュ計測 

  （エ）吸排気弁座（吸排気弁側） 

（オ）ピストン外径及びリング溝 

（カ）クランクピン外径及び軸受間隙 

（キ）ピストンピン外径 

（ク）ピストンピン軸受内径及びピストンピンホール内径 

（ケ）ピストンリング（幅、厚さ及び突合せ間隙） 

（コ）シリンダライナ内径 

（サ）主軸受間隙 

（シ）クランク軸のデフレクション（開放前、復旧後及び試運転後） 

（ス）バランスウェイト取付面 

（セ）伝動歯車及び補機駆動歯車バックラッシュ 

（ソ）カム軸軸受間隙 

（タ）動弁装置軸受間隙 

（１９）その他 

ア 重量物の陸揚げ、保管及び積込みを行う。 

イ 復旧後、乗員が行う係留運転及び海上運転に立会い、始動試験、前後進試験、非常停止装置の作動

試験、警報装置の作動試験、操縦場所の切換試験等の効力試験を行う。 

 

４ ２号補助発電機用原動機（計画保全 M2） 

製造所、型式    ：ヤンマー S165L-SN 

定格出力×回転数  ：397kW×1,200min-1 

シリンダ数×径×行程：６×165mm×210mm 

２号補助発電機用原動機について、次の整備を行う。別紙４の部品（本船支給）を取替える。 

（１）シリンダカバ 

ア シリンダカバ                         ６個 

（ア）開放、清掃、点検、各弁装着面摺合せ、組立調整、復旧する。 

（イ）水衣部を薬品洗浄する。 

イ 吸気弁                            １２個 

（ア）開放、清掃、点検、摺合せ（機械加工を含む。）、組立調整、復旧する。 



 
 

ウ 排気弁                            １２個 

（ア）開放、清掃、点検、摺合せ（機械加工を含む。）、組立調整、復旧する。 

エ 燃料噴射弁                           ６個 

（ア）開放、清掃、点検、組立調整、復旧する。 

（イ）噴射圧力調整（23.5MPa）及び噴霧テストを行う。 

（２）過給機 

（ア）開放、清掃、点検、組立調整、復旧する。 

（イ）水衣部を薬品洗浄する。 

（３）こし器 

  ア 燃料油こし器 

（ア）開放、エレメント清掃、点検、復旧する。 

  イ 潤滑油こし器 

（ア）開放、エレメント清掃、点検、復旧する。 

  ウ 過給機用潤滑油こし器 

（ア）開放、清掃、点検、復旧する。 

  エ 潤滑油遠心こし器 

（ア）開放、清掃、点検、復旧する。 

（４）試験、計測 

次の試験、計測を行う。（整備記録表２部提出） 

ア 探傷検査（染色探傷） 

（ア）排気弁            １２個 

（イ）過給機ローター         １個 

（ウ）過給機ノズル・ディフューザー  １式 

（エ）過給機ブロワインペラ      １個 

（オ）過給機タービンブレード     １個 

イ 計測 

（ア）吸気弁、排気弁及びガイド間隙 

（イ）吸気弁、排気弁シート部厚み及びシート部内径 

（ウ）過給機回転部間隙及びケーシング肉厚 

（５）その他 

ア 重量物の陸揚げ、保管及び積込みを行う。 

イ 復旧後、乗員が行う係留運転及び海上運転に立会い、始動試験、前後進試験、非常停止装置の作動

試験、警報装置の作動試験、操縦場所の切換試験等の効力試験を行う。 

 

５ 軸系 

   製造所、型式：ナカシマプロペラ  ４翼固定ピッチプロペラ（スキュー型） ２基 

   プロペラ  ：φ2,600mm、材質 AlBC3 

   プロペラ軸 ：φ240×20,100mm 

       

 

  両舷軸系装置について、次の整備を行う。 

（１）プロペラ軸 （両舷） 

    プロペラ軸を抜出し、清掃、手入れ、受検、組立調整及び復旧する。 

（２）プロペラ（両舷） 

   ア 開放、清掃、手入れ、受検、組立調整及び復旧する。 

   イ 清掃後はバフ仕上げとし、復旧後、防汚塗料（シリコン特殊合成樹脂）を塗装する。 

（３）次の部品を取替えること。 

   ア シートパッキン PNo.PA―11  １個／軸 

   イ Ｏリング PNo.φ20×I/D299  １個／軸 

（４）プロペラ軸スリーブ継手（両舷） 

   ア 開放、清掃、手入れ、受検、組立調整及び復旧する。 

   イ 次の部品を取替える。 



 
 

      シールリング PNo.308778-200 １個／軸 

（５）足場等（両舷） 

   ア 張り出し軸受及び船尾管軸受覆板の取外し、復旧を行う。 

   イ プロペラ軸抜出し用足場の設置及び撤去を行う。 

   ウ プロペラ清掃用足場の設置及び撤去を行う。 

   エ 抜出し復旧用アイプレートの着脱及び内外焼跡部の処理塗装を行う。 

（６）試験・計測【記録表２部（本庁１部、本船１部）を提出すること】 

  ア 探傷検査（染色探傷） 

  （ア）プロペラ軸コーンパート部 

  （イ）プロペラ翼根部 

  （ウ）軸継手スリーブ 

  イ 計測 

    後部船尾管軸受及び張出軸受とプロペラ軸の間隙（軸抜出し前、復旧後） 

（７）スラスト軸受（両舷） 

  ア 開放、清掃、手入れ、受検、組立調整及び復旧する。 

  イ パッキン類、Ｏリングを取替える。 

  ウ スラスト軸受潤滑油冷却器（２m2） 

  （ア）開放、清掃、手入れ、受験、組立調整及び復旧する。 

  （イ）パッキン類、Ｏリング及び回り止めを取替える。 

  （ウ）海水流路を清掃する。 

  （エ）水衣外部を薬品洗浄する。 

  （オ）保護亜鉛を取替える。 

  （カ）圧力試験 0.4/0.6 MPa を行う。 

（８）軸接地装置（両舷） 

  ア 両舷プロペラ軸設置装置の銀バンド（銀合金）を開放し、取付部軸表面を清掃のうえ、組立調整及

び復旧する。 

イ 黒鉛ブラシ３個／軸（本船支給）を取替え、銀バンドとの摺合せを行う。なお、ブラシホルダーと

銀バンドの間隙（約４mm）の調整を含む。 

ウ 修理完了後、軸、船体間の電位差計指示値が１～２００mV であることを確認する。 

 

６ 軸封装置（両舷） 

製造所、型式：スタンキーパー SKC 型φ285 

両舷船尾管軸封装置について、次の整備を行う。別紙５の部品（本船支給）を取替える。 

（１）開放、清掃、手入れ、受検、組立調整及び復旧する。 

（２）固定摺動リングを削正する。 

（３）推進軸の防食塗料を剥離し再塗装する。 

（４）緊急シールの作動試験を行う。 

 

７ 諸ポンプ 

機関室内にある次のポンプを開放、清掃、点検、組立調整、復旧する。 

（１）主発電原動機２号冷却清水ﾎﾟﾝﾌﾟ（継続検査） 

製造所、型式：シンコー SVA 125MHS 渦巻 90m3/h×25m  1 台 

ア 開放、清掃、手入れ、受検、組立て及び復旧する。 

イ パッキン類を取替える。 

ウ メカニカルシールを取替える。 

エ 次の計測を行う。 

（ア）インペラーとマウスリングの隙間 

（イ）シャフトとラインベアリングの隙間 

（ウ）カップリング部の芯振れ 

（２）主発電原動機２号潤滑油ポンプ（継続検査） 

製造所、型式：大晃機械 MST-65T ネジ 60m3/h×65m 1 台 

ア 開放、清掃、手入れ、受検、組立て及び復旧する。 



 
 

イ パッキン類を取替える。 

ウ 軸受及びメカニカルシールを取替える。 

エ 逃し弁を摺合せる。 

オ 次の箇所について、目視点検を行う。 

（ア）スリーブ 

（イ）ねじ軸 

（ウ）基礎ボルトの緩み 

（３）ビルジ兼バラストポンプ 

製造所、型式：シンコー RVP 160MUS 渦巻 60m3/h×80m 

ア 開放、清掃、手入れ、受検、組立調整及び復旧する。 

イ 諸弁を摺合わせる。 

ウ 次の部品を新換えする。 

メカニカルシール     ＨＧＵ７０    １組 

ワッシャ         №３０      １個 

パッキン         №３１      １個 

玉軸受          №２１１     ２個 

玉軸受          №２１８     １個 

パッキンリング      №２１９     １個 

Ｏリング         №２４４     ２個 

（４）雑用兼消火ポンプ 

製造所、型式：シンコー RVP 160MUS 渦巻 60m3/h／×80m 

ア 開放、清掃、手入れ、受検、組立調整及び復旧する。 

イ 諸弁を摺合わせる。 

ウ 次の部品を新換えする。 

メカニカルシール    ＨＧＵ７０    １組 

ワッシャ        №３０      １個 

パッキン        №３１      １個 

玉軸受         №２１１     ２個 

玉軸受         №２１８     １個 

パッキンリング     №２１９     １個 

Ｏリング        №２４４     ２個 

（５）燃料油移送ポンプ 

製造所、型式：大晃機械工業（株）NGH-25MT 歯車 20m3/h×40ｍ 

ア 開放、清掃、手入れ、受検、組立調整及び復旧する。 

イ 諸弁を摺合わせる。 

ウ 次の部品を新換えする。 

平軸受メタル      №２０１／１   ３個 

平軸受メタル      №２０１／２   １個 

継手用ボルト・ナット  №３０５     ８組 

メカニカルシール    №５２０     １組 

  

８ 補助ボイラ 

製造所、型式：タクマ タクマックス RHO-125 

補助ボイラについて、次のとおり開放、整備、受検、本船支給する別紙６記載の部品を取替え、組立及

び復旧する。（メーカー整備） 

（１）加熱管 

  ア 開放、清掃、手入れ、受検、組立調整及び復旧する。 

  イ パッキン類、Ｏリング及び回り止めを取替える。 

  ウ 排気筒及びバーナマニホールドを取外す。 

エ 加熱管の内部及び外部を薬品洗浄する。 

（２）アキュームレータ及びキャスタブル 

  ア 開放、清掃、手入れ、受検、組立調整及び復旧する。 



 
 

  イ パッキン類、Ｏリングを取替える。 

  ウ アキュームレータ内部を薬品洗浄する。 

  エ キャスタブルを補修塗布する。 

（３）諸弁 

  ア 蒸気出口弁            １６K５０A      １個 

  イ 安全弁              ２５φ         ２個 

  ウ 煤吹弁              １６K ２０A     １個 

  エ 検査弁              ８φ    １個 

  オ 重油ヒータ元弁          １０A         １個 

  カ 蒸気圧力計元弁          ８φ  １個 

  キ 水面計元弁            １２φ  ２個 

  ク 蒸気トラップ元弁         ２５A   １個 

  ケ アキュムレータブロー弁      １６K ２５A      １個 

  コ アキュムレータブローバイパス弁  １６K―２５A      １個 

  サ 給水入口弁            ５K ４０A １個 

  シ 加熱管入口弁           １６K ２５A     １個 

  ス 循環水入口弁           １６K ４０A     １個 

  セ 加熱管ドレン弁          １６K ２５A     １個 

（４）付属ポンプ等 

  ア 給水ポンプ 

  （ア）開放、清掃、手入れ、受検、組立調整及び復旧する。 

  （イ）パッキン類、Ｏリングを取替える。 

  （ウ）ダイヤフラム及びオイルシールを取替える。 

  （エ）玉軸受を取替える。 

  イ 循環水ポンプ 

  （ア）開放、清掃、手入れ、受検、組立調整及び復旧する。 

  （イ）パッキン類、Ｏリングを取替える。 

  （ウ）オイルシールを取替える。 

  （エ）玉軸受を取替える。 

  ウ 燃料ポンプ 

  （ア）開放、清掃、手入れ、受検、組立調整及び復旧する。 

  （イ）パッキン類、Ｏリングを取替える。 

  （ウ）メカニカルシールを取替える。 

  エ 薬液注入ポンプ 

  （ア）開放、清掃、手入れ、組立調整及び復旧する。 

  （イ）パッキン類、Ｏリングを取替える。 

  （ウ）オイルシールを取替える。 

  （エ）玉軸受を取替える。 

  オ 送風機 

  （ア）開放、清掃、手入れ、受検、組立調整及び復旧する。 

  （イ）パッキン類、Ｏリングを取替える。 

  （ウ）玉軸受を取替える。 

（５）復水器 

  ア 開放、清掃、手入れ、受検、組立調整及び復旧する。 

  イ パッキン類、Ｏリングを取替える。 

  ウ 保護亜鉛を取替える。 

  エ 内外部を薬品洗浄する。 

（６）燃料加熱器 

  ア 開放、清掃、手入れ、受検、組立調整及び復旧する。 

  イ パッキン類、Ｏリングを取替える。 

  ウ 内部を薬品洗浄する。 

（７）ドレンクーラ 



 
 

  ア 開放、清掃、手入れ、受検、組立調整及び復旧する。 

  イ パッキン類、Ｏリングを取替える。 

  ウ 保護亜鉛を取替える。 

  エ 内外部を薬品洗浄する。 

（８）給水軟化器 

  ア 開放、清掃、手入れ、受検、組立調整及び復旧する。 

  イ パッキン類、Ｏリングを取替える。 

  ウ イオン交換樹脂（全量）を取替える。 

（９）検油兼ホットウェルタンク 

  ア 開放、清掃、手入れ、受検、組立調整及び復旧する。 

  イ パッキン類を取替える。 

（１０）試験及び試運転 

  ア 圧力試験 

     加熱管（主蒸気管を含む。）  １.４MPa 

     復水器          ０.１５MPa 

     ドレンクーラ       ０.１５MPa 

     燃料加熱器         １.４MPa 

     アキュームレータ      １.４MPa 

  イ 試運転等 

     組立、復旧、各部調整及び試運転を実施する。 

     安全弁の封鎖試験を実施し受検する。 

     保護警報装置の作動試験を実施する。 

     各圧力スイッチ作動テストを実施する。 

 

９ 船底弁等 

   次の弁の蓋を開放、内部清掃、摺合せ、受検、パッキンを取替え、復旧する。弁内部には防食塗料を

塗布する。 

（１）船底弁 

【主発電機室】 

     1 号主発電機用原動機冷却海水ポンプ吸入弁 200A LWV-22 

     2 号主発電機用原動機冷却海水ポンプ吸入弁 200A LWV-29 

     1 号雑用冷却海水等ポンプ等吸入弁  150A LWV-25 

     2 号雑用冷却海水等ポンプ等吸入弁  150A LWV-26 

     1 号補助発電機用原動機冷却海水ポンプ吸入弁  65A LWV-24 

     2 号補助発電機用原動機冷却海水ポンプ吸入弁  65A LWV-27       

     雑用兼消火ポンプ吸入弁       150A LWV-37 

     ビルジ兼バラストポンプ吸入弁      150A LWV-38 

     右舷海水吸入箱空気抜弁      40A LWV-23 

     左舷海水吸入箱空気抜弁        40A LWV-28 

     右舷海水吸入箱掃除用蒸気/空気供給弁   20A LWV-4 

     左舷海水吸入箱掃除用蒸気/空気供給弁   20A LWV-5 

     高位海水箱海水吸入弁       150A LWV-31 

     高位海水箱空気抜弁        40A LWV-32 

     高位海水箱掃除用蒸気/空気供給弁      20A LWV-3 

【推進電動機室】 

     １号油圧ユニット洋冷却海水ポンプ吸入弁   65A LWV-13  

２号油圧ユニット洋冷却海水ポンプ吸入弁  65A LWV-16 

     １号推進電動機兼軸系冷却海水ポンプ吸入弁 100A LWV-11 

     ２号推進電動機兼軸系冷却海水ポンプ吸入弁 100A LWV-14 

   右舷海水吸入箱掃除用蒸気/空気供給弁   20A LWV-1 

     左舷海水吸入箱掃除用蒸気/空気供給弁   20A LWV-2 

     右舷海水吸入箱空気抜弁           40A LWV-12 



 
 

     左舷海水吸入箱空気抜弁           40A LWV-15 

（２）船外弁 

 【主発電機室】 

   造水装置エゼクターポンプ船外吐出弁      80A LWV-20 

雑用冷却海水船外吐出弁               80A  LWV-21 

補助発電機用原動機冷却海水船外吐出弁    65A LWV-19 

主発電機用原動機冷却海水船外吐出弁  200A LWV-17 

クリーンビルジ汲上ポンプ船外突出弁   25A LWV-34 

雑用兼消火・ビルジ兼バラストポンプ船外吐出弁 150A LWV-33 

補助ボイラブローオフ船外吐出弁      25A LWV-6 

  【推進電動機室】 

   ビルジポンプ船外吐出弁       100A LWV-39 

   クリーンビルジ汲上ポンプ船外吐出弁   25A LWV-35 

   主空気圧縮機清水冷却器冷却海水船外吐出弁  25A LWV-7 

   スラスト軸受潤滑油冷却器冷却海水船外吐出弁  32A LWV-8 

   第 2 系統用油圧ユニット冷却海水船外吐出弁  32A LWV-10 

   推進電動機冷却海水船外吐出弁      100A LWV-9 

   油水分離器離水船外吐出弁    32A LWV-36 

（３）船尾管軸封装置諸弁 

   右舷船尾管軸封装置海水入口弁１   32A 8WV-84 

   右舷船尾管軸封装置海水入口弁２   32A 8WV-85 

   左舷船尾管軸封装置海水入口弁１   32A 8WV-91 

   左舷船尾管軸封装置海水入口弁２   32A 8WV-92 

   右舷船尾管軸封装置海水落し弁       25A 8WV-86 

   左舷船尾管軸封装置海水落し弁       25A 8WV-93 

 

１０ 主空気圧縮機 

製造所、型式：サクションガス TCAX15 80m3/h×2.5MPa 2 台 

主空気圧縮機について、次のとおり開放、整備、受検、組立及び復旧する。別紙７記載の部品（本船支

給）を取替え、組立及び復旧する。 

（１）本体及び冷却器 

ア 開放、清掃、手入れ、受検、組立調整及び復旧する。 

イ パッキン類、Ｏリングを取替える。 

ウ 水位部を薬品洗浄する。 

（２）冷却海水ポンプ 

ア 開放、清掃、手入れ、受検、組立調整及び復旧する。 

イ 玉軸受を取替える。 

ウ メカニカルシールを取替える。 

（３）清水冷却器（1.5m３） 

ア 開放、清掃、手入れ、受検、組立調整及び復旧する。 

イ パッキン類、Ｏリングを取替える。 

ウ 保護亜鉛を取替える。 

（４）フレキシブルカップリング 

ア フライホイールとカップリングの芯出しを行う。 

（５）試験計測 

ア 充気試験 

（ア）充気試験を実施する。 

（イ）安全弁の効力試験を実施する。 

イ 試験計測 

   （ア）圧力試験 

  架構  0.4MPa 

  シリンダカバ  0.4MPa 



 
 

  空気冷却器  0.4MPa 

  清水冷却器  0.4MPa 

（イ）探傷検査 

磁気探傷 

ピストンピン 

 連接棒 

    クランクピンボルト 

染色探傷 

    ピストン 

    クランク軸 

ウ 計測 

 シリンダ内径（高圧及び低圧） 

 ピストン外形（高圧及び低圧） 

 ピストン穴及びピストンピン外径 

 ベアリングとピストンピン外径 

 クランクピンメタルとクランクピン外径 

 トップクリアランス 

 

１１ 油水分離器 

製造所、型式：忍足研究所 OFC-2C 型 

油水分離器について、次の整備を行い、別紙８の交換部品（本船支給）を取替える。 

（１）本体（浮上槽、分離槽） 

  ア 開放、清掃、手入れ、受検、組立調整及び復旧する。 

  イ パッキン類、Ｏリングを取替える。 

  ウ コアレッサーを取替える。 

（２）エアシリンダ 

  ア 開放、清掃、手入れ、受検、組立調整及び復旧する。 

  イ パッキン類、Ｏリングを取替える。 

（３）各電磁弁、付属弁及びフロートスイッチ 

  ア 開放、清掃、手入れ、受検、組立調整及び復旧する。 

（４）制御盤 

  ア 点検及び機能作動試験を行う。 

（５）逆洗ポンプ（モノフレックス 3.6m3/h x 10m） 

  ア 開放、清掃、手入れ、組立調整及び復旧する。 

  イ パッキン類、Ｏリングを取替える。 

（６）油水分離器サービスポンプ（ピストン 2.0m3/h x 35m）） 

  ア 開放、清掃、手入れ、受検、組立調整及び復旧する。 

  イ パッキン類、Ｏリングを取替える。 

 

１２ 諸タンク 

   以下のタンクについて、次の整備を行う。 

なお、整備に必要な照明装置の架設及び撤去並びに酸素検知を含む。 

（１）燃料重力タンク（4,387 リットル）1 個について、次の整備を行う。 

 ア 開放、清掃、手入れ、受検、復旧することこと。 

 イ マンホールパッキン（ネオプレーン５ｔ）を取替えることこと。 

  ウ 残油を汲み取り処理すること。 

  エ ガスフリー作業並びにガス検知（可燃性ガス及び酸素）を行うこと。 

  オ 加熱管の圧力試験を実施すること。 

（２）１・２号主空気だめ（1.8ｍ3×2.45MPa） 2 個 

ア 開放、清掃、受検、発錆部手入れ、塗装（タールエポキシ樹脂２回）のうえ復旧 する。 

イ パッキン類を取替える。 

ウ 次の諸弁を開放、摺合せる。 



 
 

空気入口弁       ２５Ａ        １個 

空気出口弁       ４０Ａ        １個 

空気出口弁       ２５Ａ        １個 

空気出口弁       １５Ａ        １個 

ドレン弁        １５Ａ        １個 

安全弁         １５Ａ        １個 

圧力計元弁        ６Ａ        １個 

均圧管元弁        ６Ａ        １個 

（３）補助空気だめ（0.13ｍ3×0.97MPa） 1 個 

ア 開放、清掃、受検、発錆部手入れ、塗装（タールエポキシ樹脂２回）のうえ復旧  する。 

イ パッキン類を取替える。 

ウ 次の諸弁を開放、摺合せる。 

空気入口弁       １０Ａ        １個 

空気出口弁       ２０Ａ        １個 

ドレン弁        １５Ａ        １個 

安全弁         １０Ａ        １個 

圧力計元弁        ６Ａ        １個 

均圧管元弁        ６Ａ        １個 

（４）制御用空気だめ（0.15ｍ3×0.97MPa） 1 個 

ア 開放、清掃、受検、発錆部手入れ、塗装（タールエポキシ樹脂２回）のうえ復旧する。 

イ パッキン類を取替える。 

ウ 次の諸弁を開放、摺合せる。 

空気入口弁       １０Ａ        １個 

空気出口弁       ２０Ａ        １個 

ドレン弁        １５Ａ        １個 

安全弁         １０Ａ        １個 

圧力計元弁        ６Ａ        １個 

均圧管元弁        ６Ａ        １個 

（５）非常遮断弁用空気だめ（0.06ｍ3×0.97MPa） 1 個 

ア 開放、清掃、受検、発錆部手入れ、塗装（タールエポキシ樹脂２回）のうえ復旧する。 

イ パッキン類を取替える。 

ウ 次の諸弁を開放、摺合せる。 

空気入口弁       １０Ａ       １個 

空気出口弁       １５Ａ       １個 

ドレン弁        １５Ａ       １個 

安全弁         １０Ａ       １個 

圧力計元弁        ６Ａ       １個 

均圧管元弁        ６Ａ       １個 

 

１３ バウスラスタ 

製造所、型式：ナカシマプロペラ 4 翼電動 CPP 

プロペラ  ：直径 1,800mm、材質 ALBC3 

バウスラスタ装置について、次の整備を行う。 

（１）プロペラ翼清掃（バフ仕上げ）、点検する。 

（２）バウスラスタトンネル付き格子の取外し、復旧は船体部仕様による。 

 

１４ 海洋生物付着防止装置 

本船支給の次の電極を取替え、通水テスト及び水密確認、電極～船体間の絶縁確認及び通電試験を実施

すること。 

（１）主発電機室左舷海水吸入箱 

ＴＣ７００   1 本 

ＭＧ７００   1 本 



 
 

（２）主発電機室右舷海水吸入箱 

ＴＣ７００   1 本 

ＭＧ７００   1 本 

（３）主発電機室高位海水吸入箱 

ＴＣ４００   1 本 

ＭＧ４００   1 本 

（４）推進電動機室左舷海水吸入箱 

ＴＣ３００   1 本 

ＭＧ３００   1 本 

（５）推進電動機室右舷海水吸入箱 

ＴＣ３００   1 本 

ＭＧ３００   1 本 

 

１６ 受検記録 

（１）本仕様に基づく機関部の検査・計測記録等は、取りまとめのうえ２部製本し、本庁及び本船に各１部

提出する。 

（２）定期検査にかかる効力試験（電気部の試験を含む。）を行い受検する。（受検記録２部提出） 

 

 

  



別紙１

番号 品目 単位 数量 備考

1 Oリング 112A5 4370357 個 6 架 構

2 Oリング 184A2 JB24011AXG180 個 6 給気枝管用

3 ガスケット 211A2 4370115 個 6 シリンダライナ用

4 Oリング 211A4 4370192 個 12 シリンダライナ用

5 クランクピン軸受 (上) 221A2 2371826 個 6 ピストン用

6 クランクピン軸受 (下) 221A3 2371827 個 6 ピストン用

7 ピストンリング (Top) 231A10 3372619 個 6 ピストン用

8 ピストンリング (2nd, 3rd) 231A11 3370134 個 12 ピストン用

9 スクレーパリング完備 231AC 5370683 個 6 ピストン用

10 ガスケット 241A13 4370286 個 6 シリンダヘッド用

11 Oリング 241A24 JB24014DXP20 個 6 シリンダヘッド用

12 Oリング 241A25 JB24014DXP16 個 6 シリンダヘッド用

13 Oリング 241A26 JB24014DXP12 個 6 シリンダヘッド用

14 止めねじ 241A32 4371391 個 48 シリンダヘッド用

15 平止めねじ 241A33 JB1177HIRA-M8X10 個 48 シリンダヘッド用

16 主弁 242A2 1370727 個 6 給排気弁用

17 油圧ピストン 242A10 3372530 個 18 給排気弁用

18 ガイドリング 242A15 4374355 個 12 給排気弁用

19 カーボンシールリング 242A18 3185061 個 6 給排気弁用

20 シールリング 242A27 4374356 個 12 給排気弁用

21 シールリング 242A28 4371404 個 12 給排気弁用

22 Oリング 242A30 JB24014DXG200 個 18 給排気弁用

23 Oリング 242A31 4370429 個 6 給排気弁用

24 Oリング 242A32 JB24014DXP35 個 6 給排気弁用

25 Oリング 242A33 JB24014DXP140 個 12 給排気弁用

26 ガスケット 242A39 JN14A1219 個 12 給排気弁用

27 ガスケット 242A42 JN14B1016 個 6 給排気弁用

28 シールリング 242A45 4371401 個 36 給排気弁用

29 平止めねじ 242A47 JB1177HIRA-M5X10 個 12 給排気弁用

30 Oリング 242A49 4373652 個 12 給排気弁用

31 ガスケット 242A50 4371150 個 18 給排気弁用

32 ガスケット 242A51 4370221 個 6 給排気弁用

33 ボルト 242A55 4372689 個 48 給排気弁用

右舷主発電機原動機（計画保全Ⅿ４）

規格



別紙１

番号 品目 単位 数量 備考

右舷主発電機原動機（計画保全Ⅿ４）

規格

34 ピストンリング 242A56 4371402 個 6 給排気弁用

35 Oリング 242A58 JB24014DXP10A 個 6 給排気弁用

36 Oリング 242A59 JB24014DXP11 個 6 給排気弁用

37 スナップリング 242A60 4371179 個 6 給排気弁用

38 バネ 242A61 4371450 個 6 給排気弁用

39 カップラ 242A65 4372041 個 6 給排気弁用

40 U-ナット 242A69 JN89A10X1.5 個 48 給排気弁用

41 バックアップリング 242A72 4374357 個 12 給排気弁用

42 リテーナ 242AA11 4371843 個 12 給排気弁用

43 リング 242AA12 4371844 個 6 給排気弁用

44 シールリング 242AA13 4371158 個 12 給排気弁用

45 シールリング 242AA14 3370156 個 30 給排気弁用

46 Oリング 242AA16 JB24014DXP38 個 12 給排気弁用

47 平止めねじ 242AA6 JB1177HIRA-M4X5 個 12 給排気弁用

48 Oリング 242AB8 JB24014DXP20 個 6 給排気弁用

49 Oリング 242AC5 JB24014DXP14 個 12 給排気弁用

50 Oリング 242AG7 JB24014DXP10 個 6 給排気弁用

51 Oリング 242AG8 JB24014DXP14 個 6 給排気弁用

52 バネ 245A8 4372606 個 12 燃料噴射弁用

53 バネ受け 245A18 3372347 個 12 燃料噴射弁用

54 バネ 245A30 4372667 個 12 燃料噴射弁用

55 バネ 245A35 4372668 個 12 燃料噴射弁用

56 平座金 245A44 4372605 個 48 燃料噴射弁用

57 スプリングピン 245AA7 JB28082.5X20 個 12 燃料噴射弁用

58 Oリング 245AA8 4371138 個 24 燃料噴射弁用

59 Oリング 245AA9 4371165 個 12 燃料噴射弁用

60 ガスケット 248A8 4371256 個 12 指圧器弁用

61 ガスケット 248A9 4371184 個 6 指圧器弁用

62 バルブ 249B3 3371091 個 6 安全放気弁用　

63 シールリング 249B10 4371218 個 6 安全放気弁用　

64 スプリングピン 249B12 JB28082.5X12 個 6 安全放気弁用　

65 Oリング 249B13 JB24014DXG27 個 12 安全放気弁用　

66 Oリング 249B14 JB24014DXP7 個 6 安全放気弁用　



別紙１

番号 品目 単位 数量 備考

右舷主発電機原動機（計画保全Ⅿ４）

規格

67 廻止座金 249B18 EN29Q5 個 6 安全放気弁用　

68 Oリング 249B20 JB24014DXP31 個 6 安全放気弁用　

69 Oリング 322A7 JB24014DXG50 個 24 動弁高圧管用

70 Oリング 331A73 3372300P9 個 12 燃料噴射装置用

71 スピンドル 331AD5 3371757 個 6 燃料噴射装置（ダンパ）用

72 Oリング 331AD7 JB24014DXP16 個 6 燃料噴射装置（ダンパ）用

73 フィルタエレメント 331AD16 4371823 個 6 燃料噴射装置（ダンパ）用

74 Oリング 331AD17 JB24014DXG125 個 6 燃料噴射装置（ダンパ）用

75 シールリング 331AD19 4371194 個 12 燃料噴射装置（ダンパ）用

76 スプリング 331AD21 4371043 個 6 燃料噴射装置（ダンパ）用

77 Oリング 331AD24 JB24014DXP29 個 6 燃料噴射装置（ダンパ）用

78 エアヌキバルブ 331AD25 4371831 個 6 燃料噴射装置（ダンパ）用

79 廻止座金 331AD26 4371855 個 12 燃料噴射装置（ダンパ）用

80 Oリング 331AD27 4372393 個 12 燃料噴射装置（ダンパ）用

81 Oリング 332A6 4374397 個 24 燃料噴射管用

82 エアフィルタ 411AE MSR-B15-076 個 2 電子ガバナ用

83 冷却ファン 411AE 109SO25UL 個 1 電子ガバナ用

84 AVR1 411AE 2DSR30-15-24 個 1 電子ガバナ用

85 AVR2 411AE 2DSR30-15-24 個 1 電子ガバナ用

86 ピックアップセンサ 411AE P#1680-622 個 4 電子ガバナ用

87 ボルト 511A17 EN61X1235 個 48 排気管用

88 ボルト 511A18 EN61X1235 個 36 排気管用

89 ガスケット 511A28 4370380 個 6 排気管用

90 ガスケット 511A29 4370381 個 6 排気管用

91 フィルタエレメント 551B A08-020P 個 1 自由端諸管用

92 Oリング 552G13 JB24014DXP10 個 36 カム軸フレーム付エア配管用

93 Oリング 552G15 3372300P16 個 24 カム軸フレーム付エア配管用



別紙１

番号 品目 単位 数量 備考

右舷主発電機原動機（計画保全Ⅿ４）

規格

94 Oリング 553A18 JB24014DXP12 個 12 シリンダヘッド用枝管用

95 Oリング 553A19 JB24014DXP20 個 6 シリンダヘッド用枝管用

96 Oリング 553A20 3372300P18 個 12 シリンダヘッド用枝管用

97 ボンデットシール 553AX KP-C-03 個 12 シリンダヘッド用枝管用

98 ガスケット 556C11 4370424 個 12 清水出口主管用

99 ガスケット 556F1-2-5 S-65339 個 6 冷却清水出口管用

100 ガスケット 556F1-2-6 KP-A-05 個 6 冷却清水出口管用

101 ガスケット 556F1-3-5 KP-A-05 個 6 冷却清水出口管用

102 ガスケット 556F1-3-6 S-74956 個 6 冷却清水出口管用

103 ガスケット 556F3 JN14B1725 個 6 冷却清水出口管用

以下余白



別紙２

番号 品目 単位 数量 備考

1 シリコン油サンプル採取キット 123A7 NSD0630 個 1 ねじり振動ダンパ用

2 Oリング 242A30 JB24014DXG200 個 12 吸排気弁用

3 Oリング 242A32 JB24014DXP35 個 6 吸排気弁用

4 ガスケット 242A39 JN14A1219 個 12 吸排気弁用

5 Oリング 242A49 4373652 個 12 吸排気弁用

6 Oリング 242A59 JB24014DXP11 個 6 吸排気弁用

7 バックアップリング 242A72 4374357 個 12 吸排気弁用

8 リテーナ 242AA11 4371843 個 12 吸排気弁用

9 リング 242AA12 4371844 個 6 吸排気弁用

10 シールリング 242AA13 4371158 個 12 吸排気弁用

11 Oリング 242AA16 JB24014DXP38 個 12 吸排気弁用

12 平止めねじ 242AA6 JB1177HIRA-M4X5 個 12 吸排気弁用

13 バネ 245A8 4372606 個 12 燃料噴射弁用

14 バネ受け 245A18 3372347 個 12 燃料噴射弁用

15 バネ 245A30 4372667 個 12 燃料噴射弁用

16 バネ 245A35 4372668 個 12 燃料噴射弁用

17 平座金 245A44 4372605 個 48 燃料噴射弁用

18 スプリングピン 245AA7 JB28082.5X20 個 12 燃料噴射弁用

19 Oリング 245AA8 4371138 個 24 燃料噴射弁用

20 Oリング 245AA9 4371165 個 12 燃料噴射弁用

21 Oリング 311A18 4370341 個 6 カム軸フレーム用

22 Oリング 311A20 JB24014DXP14 個 12 カム軸フレーム用

23 廻止金物 321A5 3370136 個 24 吸排気弁駆動装置用

24 シールリング 321A11 4371404 個 24 吸排気弁駆動装置用

25 廻止座金 321A13 4371406 個 12 吸排気弁駆動装置用

26 ガスケット 321A15 4371174 個 12 吸排気弁駆動装置用

27 Oリング 321A16 JB24014DXP130 個 12 吸排気弁駆動装置用

28 ボルト 321A17 JB1180SCM-M6X12 個 24 吸排気弁駆動装置用

29 止めねじ 321A20 JB1177BO-M8X16 個 12 吸排気弁駆動装置用

30 Oリング 321A25 JB24014DXG95 個 12 吸排気弁駆動装置用

31 Oリング 321A26 JB24014DXP10 個 12 吸排気弁駆動装置用

32 ボルト 321A27 JB1180ISO-M8X25 個 48 吸排気弁駆動装置用

33 スプリングピン 321A28 JB28088X25 個 48 吸排気弁駆動装置用

左舷主発電機原動機（計画保全Ⅿ３）

規格



別紙２

番号 品目 単位 数量 備考

左舷主発電機原動機（計画保全Ⅿ３）

規格

34 ガスケット 321A29 JN14B1016 個 12 吸排気弁駆動装置用

35 Oリング 321AB7 JB24014DXP18 個 12 吸排気弁駆動装置用

36 Oリング 322A7 JB24014DXG50 個 24 動弁高圧管用

37 エアピストン 331A6 2370621 個 6 燃料噴射装置用

38 プランジャ押さえ 331A15 4371767 個 6 燃料噴射装置用

39 スラストピース 331A19 4370942 個 6 燃料噴射装置用

40 スプリングピン 331A21 JB28088X22 個 24 燃料噴射装置用

41 プラグ 331A26 4370038 個 12 燃料噴射装置用

42 廻止座金 331A34 4371187 個 36 燃料噴射装置用

43 廻止座金 331A35 4370945 個 12 燃料噴射装置用

44 シールリング 331A37 4371188 個 6 燃料噴射装置用

45 Oリング 331A38 3372300G50 個 6 燃料噴射装置用

46 Oリング 331A39 JB24014DXG165 個 6 燃料噴射装置用

47 Oリング 331A40 3372300G125 個 6 燃料噴射装置用

48 Oリング 331A41 3372300G80 個 6 燃料噴射装置用

49 Oリング 331A42 3372300G160 個 6 燃料噴射装置用

50 Oリング 331A43 JB24014DXP120 個 6 燃料噴射装置用

51 ボルト 331A45 JB1180ISO-M8X20 個 24 燃料噴射装置用

52 ボルト 331A46 JB1180ISO-M6X30 個 24 燃料噴射装置用

53 六角穴付ボルト 331A51 JB1176M12X60 個 36 燃料噴射装置用

54 スプリングピン 331A54 JB28085X12 個 12 燃料噴射装置用

55 平行ピン 331A55 JB13545X25 個 12 燃料噴射装置用

56 止めねじ 331A56 JB1177BO-M8X20 個 6 燃料噴射装置用

57 ガスケット 331A57 JN14C3138 個 12 燃料噴射装置用

58 ガスケット 331A58 JN14D2128 個 12 燃料噴射装置用

59 ガスケット 331A59 JN14D2432 個 12 燃料噴射装置用

60 六角穴付ボルト 331A62 JB1176M16X190 個 36 燃料噴射装置用

61 Oリング 331A64 3372300P32 個 6 燃料噴射装置用

62 Oリング 331A73 3372300P9 個 12 燃料噴射装置用

63 Oリング 331A82 3372300G130 個 12 燃料噴射装置用

64 ガスケット 331A88 4371150 個 6 燃料噴射装置用

65 シールリング 331A89 4371193 個 6 燃料噴射装置用

66 Oリング 331A90 3372300G35 個 6 燃料噴射装置用



別紙２

番号 品目 単位 数量 備考

左舷主発電機原動機（計画保全Ⅿ３）

規格

67 Oリング 331A91 3372300P11 個 24 燃料噴射装置用

68 廻止金物 331A93 3370187 個 12 燃料噴射装置用

69 シールリング 331A95 4374291 個 6 燃料噴射装置用

70 バレル完備 331AG 5370679 個 6 燃料噴射装置用

71 Oリング 331AL7 JB24014DXP10 個 6 燃料噴射装置用

72 Oリング 331AL8 JB24014DXP14 個 6 燃料噴射装置用

73 Oリング 331AM8 JB24014DXP20 個 6 燃料噴射装置用

74 ガスケット 331AN5 4371634 個 12 燃料噴射装置用

75 シールリング 331AN7 4371636 個 6 燃料噴射装置用

76 シールリング 331AN8 4372416 個 12 燃料噴射装置用

77 鋼球 331AN11 JB15018 個 6 燃料噴射装置用

78 Oリング 331AN12 4372417 個 24 燃料噴射装置用

79 Oリング 331AN13 3372300P32 個 6 燃料噴射装置用

80 Oリング 331AN14 3372300P10 個 6 燃料噴射装置用

81 スピンドル 331AD5 3371757 個 6 燃料噴射装置（ダンパ）用

82 Oリング 331AD7 JB24014DXP16 個 6 燃料噴射装置（ダンパ）用

83 フィルタエレメント 331AD16 4371823 個 6 燃料噴射装置（ダンパ）用

84 Oリング 331AD17 JB24014DXG125 個 6 燃料噴射装置（ダンパ）用

85 シールリング 331AD19 4371194 個 12 燃料噴射装置（ダンパ）用

86 スプリング 331AD21 4371043 個 6 燃料噴射装置（ダンパ）用

87 Oリング 331AD24 JB24014DXP29 個 6 燃料噴射装置（ダンパ）用

88 エアヌキバルブ 331AD25 4371831 個 6 燃料噴射装置（ダンパ）用

89 廻止座金 331AD26 4371855 個 12 燃料噴射装置（ダンパ）用

90 Oリング 331AD27 4372393 個 12 燃料噴射装置（ダンパ）用

91 Oリング 332A6 4374397 個 24 燃料噴射管用

92 割りピン 411A95 JB13512.5X20 個 10 操縦装置用

93 エアフィルタ 411AE MSR-B15-076 個 2 電子ガバナ用
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94 冷却ファン 411AE 109SO25UL 個 1 電子ガバナ用

95 AVR1 411AE 2DSR30-15-24 個 1 電子ガバナ用

96 AVR2 411AE 2DSR30-15-24 個 1 電子ガバナ用

97 軸受完備 (CE用) 521A 32100 個 1 過給機用

98 廻止め板 (CE用) 521A 32114 個 1 過給機用

99 パッキン (CE用) 521A 32154 個 1 過給機用

100 六角穴付ボルト (CE用) 521A 32181 個 8 過給機用

101 ばね座金 (CE用) 521A 32182 個 8 過給機用

102 油噴射筒 (CE用) 521A 32185 個 1 過給機用

103 ニップル (CE用) 521A 32190 個 1 過給機用

104 ピストンリング (CE用) 521A 32191 個 1 過給機用

105 回り止リング (CE用) 521A 32192 個 1 過給機用

106 軸受完備 (TE用) 521A 34100 個 1 過給機用

107 廻止め板 (TE用) 521A 34113 個 1 過給機用

108 パッキン (TE用) 521A 34154 個 1 過給機用

109 六角穴付ボルト (TE用) 521A 34181 個 8 過給機用

110 ばね座金 (TE用) 521A 34182 個 8 過給機用

111 油噴射筒 (TE用) 521A 34185 個 1 過給機用

112 ニップル (TE用) 521A 34190 個 1 過給機用

113 ピストンリング (TE用) 521A 34191 個 1 過給機用

114 回り止リング (TE用) 521A 34192 個 1 過給機用

115 パッキン (CE用) 521A 46007 個 3 過給機用

116 プラグ (CE用) 521A 46009 個 1 過給機用

117 パッキン (CE用) 521A 46010 個 1 過給機用

118 六角ボルト (CE用) 521A 46017 個 3 過給機用

119 ばね座金 (CE用) 521A 46018 個 3 過給機用

120 パッキン (TE用) 521A 48007 個 3 過給機用
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規格

121 プラグ (TE用) 521A 48009 個 1 過給機用

122 パッキン (TE用) 521A 48010 個 1 過給機用

123 六角ボルト (TE用) 521A 48015 個 3 過給機用

124 ばね座金 (TE用) 521A 48016 個 3 過給機用

125 ラビリンスブッシュ (TE用) 521A 51014 個 1 過給機用

125 パッキン 521A 51038 個 2 過給機用

125 パッキン 521A 61003 個 1 過給機用

125 パッキン 521A 62102 個 1 過給機用

125 パッキン 521A 62402 個 2 過給機用

125 パッキン 521A 62801 個 4 過給機用

125 ラビリンスブッシュ (CE用) 521A 76002 個 1 過給機用

125 排気入口囲ガスケットセット 521A 97070 個 1 過給機用

125 ガスケット 521A12 4371433 個 1 過給機用

125 ボルト 521A14 JB1180ISO-M12X35 個 8 過給機用

125 楕円フランジガスケット 522A S4103-5301-3 個 4 空気冷却器用

125 防食板 522A S4103-8101-3 個 12 空気冷却器用

125 出入り水室ガスケット 522A S4866-1811-3 個 1 空気冷却器用

125 返り水室ガスケット 522A S4866-1811-3 個 1 空気冷却器用

125 防食板座ガスケット 522A S4103-8101-3 個 4 空気冷却器用

125 小ねじ 522A21 JB1111SARA-M8X25S 個 10 空気冷却器用

125 シール板 522A22 3371408 個 1 空気冷却器用

125 シール板 522A23 3371409 個 1 空気冷却器用

125 ガスケット 524A25 4370696-17 個 1 排気管（T/C入口出口）用

125 ボルト 524A27 EN61Y1275 個 12 排気管（T/C入口出口）用

125 ボルト 524A28 EN61Y1265 個 12 排気管（T/C入口出口）用

125 ナット 524A32 JB1181M12 個 24 排気管（T/C入口出口）用

125 平座金 524A34 JB125612 個 36 排気管（T/C入口出口）用
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規格

125 ガスケット 524AC4 4370696-17 個 1 排気管（T/C入口出口）用

125 ガスケット 524C11 3371426 個 1 排気管（T/C入口出口）用

125 ボルト 524C16 EN61X1045 個 28 排気管（T/C入口出口）用

125 フィルタエレメント 551B A08-020P 個 1 自由端諸管用

125 Oリング 552F12 3372300P12 個 18 燃料管類用

125 Oリング 552F16 3372300P32 個 6 燃料管類用

以下余白
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番号 品目 規格 単位 数量 備考

1 パッキン（ヘッド　ドウ　Ｔ＝１．０ １５２６７３－０１３５０ 個 6

2 Ｏリング（ＣＷレンラクカン １５２６７３－０１８００ 個 18

3 Ｏリング（ベンワンレンラクカン １５２６７３－０１８１０ 個 6

4 Ｏリング（１ＡＰ４６．０ ２４３１１－０００４６０ 個 20

5 Ｏリング（１ＡＧ４５．０ ２４３２１－０００４５０ 個 20

6 ガスケット（キュウキマニホールド １５２６２３－１２２０２ 個 6

7 ガスケット（ハイキマニホールド １５２６２３－１３２０１ 個 6

8 パッキン ４３４００－００２９０１ 個 12

9 Ｏリング（１ＡＰ１０．０ ２４３１１－０００１００ 個 10

10 シール（バルブステム　フッソ １３３６５４－１１１４１ 個 24

11 バルブ（０．３６×６×１５０ １４０６７７－５３００１ 個 6

12 Ｏリング（ネンリョウベン １５２６２３－５３３６０ 個 6

13 Ｏリング（４ＤＰ４０．０ ２４３１６－０００４００ 個 6

14 パッキン（ノズル　Ｔ＝２．５ １５２６２３－１１８７０ 個 6

15 パッキン（ツギテ　Ａ １５２６２３－５９４２１ 個 6

16 パッキン（ツギテヨウ　ニトリル　Ｂ １５２６２３－５９４５０ 個 6

17 パツキン（マル　２４×１．０ ２３４１４－２４００００ 個 10

18 パツキン（マル　２５×１．０ ２３４１４－２５００００ 個 10

19 Ｏリング（１ＡＧ３５．０ ２４３２１－０００３５０ 個 10

20 リングＳＥＴ（ピストン ７５２６７４－２２５０１ 個 6

21 ボルト（６カク　Ｍ８×１５ １４０６２３－２３２８０ 個 12

22 サラバネ（ネジヨウ １３８６１３－２３２９０ 個 12

23 ボルト（コネクティングロツド １５２６２３－２３２１１ 個 12

24 ガスケット（シリンダソクフタ １５２６２３－０１４１４ 個 12

25 パッキン（ライナ　ＳＵＳ３０４ １５２６２３－０１３２０ 個 6

26 パッキン（ゴム　ライナ　ウエ １３３６５４－０１２８０ 個 6

27 パッキン（ゴム　シリンダライナ １３３６５４－０１２９０ 個 6

28 パッキン（シリンダライナ　ニトリル １５２６２３－０１３００ 個 12

29 シール（オイルＨＴＣ１７０　２００　１６ １５２６２３－０１８４０ 個 1

30 パッキン（シールケース １４８６１６－０１９１２ 個 1

31 シール（オイルＨＴＣ１７０　２００　１６ １５２６２３－０１８４０ 個 1

32 パッキン（オイルシールケース １４８６１６－０１８３２ 個 1

33 パッキン（カムシツフタ １５２６２３－０１４８１ 個 6

１号補助発電機原動機（計画保全Ⅿ４）
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番号 品目 規格 単位 数量 備考
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34 カラー（スラスト ＸＮＮ３８Ｎ１０Ｎ５１ 個 1

35 ピース（ディスタンス ＸＮＮ３８１０１２ 個 1

36 アブラキリ ＸＮＮ３８１０５２ 個 1

37 アブラキリ ＸＮＮ３８１０５３ 個 1

38 リング（シール　タービンガワ ＸＮＮ３８１０１４ 個 1

39 リング（シール ＸＮＵ２１０５４７ 個 1

40 リング（シール　ブロアガワ ＸＮＮ７１１００４ 個 1

41 リング（スナップ ＸＮＮ９５７１０４ 個 4

42 サラコネジ（Ｍ４ ＸＮＮ９４７２０５ 個 4

43 ザガネ（ハツキ ＸＮＮ３８Ｎ６１Ｎ０７ 個 4

44 メタル（フローティング ＸＮＮ３８６４０１ 個 2

45 メタル（スラスト ＸＮＮ３８６６０２ 個 1

46 ガスケット（タービンイリグチ １４８８１６－１８４０４ 個 1

47 パッキン（ハイキベンド １５２６９３－１８４２１ 個 1

48 ガスケット（タ－ボチャ－ジャ ４３４００－００４０９０ 個 1

49 パッキン（タービンＬＯイリグチ ４３４００－００２９７１ 個 1

50 パッキン（タービン １５２６９３－３９６８１ 個 1

51 パツキン（マル　２８×１．０ ２３４１４－２８００００ 個 10

52 パッキン（カイヘイベンガイド １８０１１０－７２０７０ 個 1

53 パツキン（マル　１８×１．０ ２３４１４－１８００００ 個 10

54 パツキン（マル　２８×１．０ ２３４１４－２８００００ 個 10

55 パッキン（ハンドルトリツケカナグ １８０１１０－７２２５０ 個 1

56 ザガネ（バルブ １８０１１０－７２２９０ 個 1

57 ワリピン　１．０×　　８ ２２４１７－１０００８０ 個 10

58 バネザガネ（１０ ２２２１７－１０００００ 個 10

59 パツキン（マル　１４×１．０ ２３４１４－１４００００ 個 10

60 パッキン １３６６００－７２４６０ 個 1

61 パッキン（ブンバイベンフタ １３７６００－７２４３０ 個 1

62 パッキン（ヘッダ　シタ １４０６７３－１８６８０ 個 1

63 パッキン（カエシヘッダ １４０６７３－１８６９０ 個 1

64 ボウシヨクアエン（ナット４０×４０ ２７２００－４００４００ 個 4

65 パッキン（ボウショクアエン １３２３１０－０９３３０ 個 4

66 パッキン（カク １３２５００－４９２５０ 個 4
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67 パッキン（クウキデイリグチ １３６６０６－１８１９２ 個 2

68 Ｏリング（１ＡＧ１５５．０ ２４３２１－００１５５０ 個 2

69 パッキン（クーラデイリグチ １３７６０３－３３２２１ 個 2

70 ボウシヨクアエン（ナット３０×４０ ２７２００－３００４００ 個 2

71 パッキン（ボウショクアエン １２３２１０－０９３１０ 個 2

72 Ｏリング（１ＡＧ２１０．０ ２４３２１－００２１００ 個 4

73 パッキン（セイスイクーラ １４８６１６－４４２００ 個 2

74 ボウシヨクアエン（ナット４０×４０ ２７２００－４００４００ 個 4

75 パッキン（ボウショクアエン １３２３１０－０９３３０ 個 4

76 パッキン（アエントリツケ １３７８００－３３３８０ 個 4

77 パッキン（カバー １５２６２３－１３３１１ 個 2

78 パッキン（レイキャクスイ １５２６２３－４９３３１ 個 2

79 パッキン（ハイキ １５２６２３－４９２６１ 個 1

80 パツキン（マル　１２×１．０ ２３４１４－１２００００ 個 40

81 Ｏリング（１ＡＧ１５５．０ ２４３２１－００１５５０ 個 1

82 ザガネ（オリマゲ １５２６２３－３２２２０ 個 1

83 パッキン １５２６７３－３９１６０ 個 3

84 Ｏリング １３６６００－４２０４０ 個 1

85 オイルシ－ル（ＴＣ３０４５０８ ２４４２１－３０４５０８ 個 1

86 シール（メカニカル １３６６００－４２５０２ 個 1

87 シール（メカニカル １３６６００－４２５０２ 個 1

88 カラー（インペラジク １３６６００－４２５６０ 個 1

89 ザガネ（マワリドメ　ＳＵＳ３０４ １３２５００－４２３０１ 個 1

90 ベアリング（ボ－ル　６３０５ ２４１０１－０６３０５４ 個 1

91 ベアリング（ボ－ル　６２０５Ｕ ２４１０２－０６２０５４ 個 1

92 パッキン（トリツケダイ １４０６７３－４２１４０ 個 1

93 Ｏリング １３６６００－４２０４０ 個 1
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94 オイルシ－ル（ＴＣ３０４５０８ ２４４２１－３０４５０８ 個 1

95 シール（メカニカル １３６６００－４２５０２ 個 1

96 シール（メカニカル １３６６００－４２５０２ 個 1

97 カラー（インペラジク １３６６００－４２５６０ 個 1

98 ザガネ（マワリドメ　ＳＵＳ３０４ １３２５００－４２３０１ 個 1

99 ベアリング（ボ－ル　６３０５ ２４１０１－０６３０５４ 個 1

100 ベアリング（ボ－ル　６２０５Ｕ ２４１０２－０６２０５４ 個 1

101 パッキン（ＣＷポンプダイ １５２６２３－４２１４１ 個 1

102 パツキン（マル　１８×１．０ ２３４１４－１８００２３ 個 10

103 パツキン（マル　２５×１．０ ２３４１４－２５００３１ 個 10

104 パッキン（ゴム　ＦＯコシキケース １３７６００－５５９１０ 個 2

105 パッキン（ゴム　ＦＯコシキエレメント １３７６００－５５９３０ 個 2

106 パッキン（クウキヌキツギテ ＸＰ２６１８２１０ＮＡ 個 4

107 Ｏリング（１ＡＧ２５．０ ２４３２１－０００２５０ 個 10

108 パッキン（エアヌキ １３８６１３－３５３００ 個 2

109 ガスケット（フィルタエレメント １５２６２３－３５１６０ 個 2

110 Ｏリング（ナイケイ＝１３０ １４８６１６－３５２２０ 個 2

111 Ｏリング（ナイケイ＝１５．５　Ｗ＝３ １４８６１６－３５５７０ 個 4

112 Ｏリング（ドレンプラグ １４８６１６－３５５９０ 個 2

113 エレメント（ＬＯ　１５／４０ミクロン １４１６４６－３５０９１ 個 1

114 ガスケット １３５４１０－３５９７０ 個 1

115 Ｏリング（１１７．４／１２３．６ １３５４１０－３５９６０ 個 1

116 Ｏリング（２７．４／３３．６ １３５４１０－３５９５０ 個 1

117 パッキン（ジュンカツユパイプ １３７６００－３４０９０ 個 1

118 パッキン ４３４００－００３１７０ 個 1

119 パッキン（ＬＯチョウアツベン １５２６２３－３４０６１ 個 1

120 サーモスタット（６０゜Ｃ－７５゜Ｃ １２３６８２－４８５８１ 個 2



別紙３

番号 品目 規格 単位 数量 備考

１号補助発電機原動機（計画保全Ⅿ４）

121 シール（サーモスタット １２３６８２－４８５７０ 個 2

122 パッキン（ＬＯオンチョウベン １５２６３３－３８０５２ 個 1

123 Ｏリング（４ＤＧ６５．０ ２４３２６－０００６５０ 個 10

124 サーモスタット（７１゜Ｃ １４０６２３－４８２５０ 個 4

125 パッキン（サーモスタット １４０６２３－４８１５１ 個 2

以下余白



別紙４

２号補助発電機用原動機（計画保全Ⅿ２）

番号 品目 規格 単位 数量 備考

1 ﾍｯﾄﾞﾊﾟｯｷﾝ(t=1.0) 152673-01350 個 6

2 弁腕注油連絡管用Oﾘﾝｸﾞ 152673-01810 個 6

3 Oﾘﾝｸﾞ1A､P9 24311-000090 個 10

4 冷却水連絡管用Oﾘﾝｸﾞ 152673-01800 個 18

5 Oﾘﾝｸﾞ1A､P16 24311-000160 個 20

6 弁腕室蓋パッキン（ゴム） 152623-11430 個 6

7 ﾊﾞﾙﾌﾞｽﾃﾑｼｰﾙ 133654-11141 個 12

8 ノズルスリーブヨウパッキン 152623-11860 個 6

9 Oﾘﾝｸﾞ　P39（G902） 152633-11750 個 12

10 ﾊﾟｯｷﾝ(ｷｭｳｷﾏﾆﾎﾙﾄﾞ､ｱﾅ4) 152623-12202 個 6

11 ﾊﾟｯｷﾝ(ﾊｲｷﾏﾆﾎﾙﾄﾞ) 152623-13201 個 6

12 ゴムパッキン(FO出口コシケース) 137600-55910 個 2

13 ゴムパッキン(FOコシエレメント) 137600-55930 個 2

14 Oﾘﾝｸﾞ1A､P53.0 24311-000530 個 10

15 ﾊﾟｯｷﾝ(ｽｲｯﾁｺｯｸ) 148616-35130 個 1

16 ﾊﾟｯｷﾝ(LOｺｼｷｴﾚﾒﾝﾄﾖｳ) 152623-35160 個 1

17 Oﾘﾝｸﾞ(ﾄﾞﾚﾝﾌﾟﾗｸﾞﾖｳ) 148616-35590 個 1

18 Oﾘﾝｸﾞ(ﾅｲｹｲ-130) 148616-35220 個 2

19 Oﾘﾝｸﾞ(ﾅｲｹｲ-15.5) W=3 148616-35570 個 2

20 ｶﾞｽｹｯﾄ(T/C IN) 148816-18404 個 1

21 ﾀｰﾋﾞﾝ側ｼｰﾙﾘﾝｸﾞ XNN381014 個 1

22 ｼｰﾙﾘﾝｸﾞ XNN210547 個 1

23 ﾌﾞﾛﾜ側ｼｰﾙﾘﾝｸﾞ XNN711004 個 1

24 ｽﾅｯﾌﾟﾘﾝｸﾞ XNN957104 個 4

25 ﾊﾟｯｷﾝ 133670-18261 個 1

26 ﾊﾟｯｷﾝ(非ｱｽﾍﾞｽﾄ) 152693-18421 個 1

以下余白



別紙5

軸封装置交換部品表

番号 品目 規格 単位 数量 備考

1 回転摺動リング（バンド付き） NO.1、9、15 個 2

2 緊急用シール NO.5 個 2

3 Oリング（φ3） NO.6 個 2

4 Oリング（φ2） NO.32 個 2

5 防食プラグ NO.30 個 4

6 Ｏリング（２）４ＤＧ－８５ NO.7 個 2

7 ゴムホース（バンド付き） NO.21、22 個 4

以下余白



別紙６

補助ボイラ交換部品表

番号 品目 規格 単位 数量 備考

1 キャップ C-15573 個 9
昭洋
RHO-125型

2 ガスケット(45φX50φX2.5t) T-16547A 個 9
昭洋
RHO-125型

3 スプリング(吐出側,給水逆止弁用) TUH-18285 個 5
昭洋
RHO-125型

4 スプリング(吸込側) TUH-18286 個 4
昭洋
RHO-125型

5 ディスク(41φ SUS) TUH-25196 個 9
昭洋
RHO-125型

6 シート(40.4φ×12.7t) TUH-25189 個 9
昭洋
RHO-125型

7 ダイヤフラム(F-4ﾎﾟﾝﾌﾟ用) Z34900-117A 個 2
昭洋
RHO-125型

8 スプリング(125.5L) TUH-12803A 個 4
昭洋
RHO-125型

9 ワッシャダイヤフラム(83.5φ/SSﾒｯｷ) C-9163 個 4
昭洋
RHO-125型

10 ブリーダコック(ﾄﾞﾚﾝｺｯｸ)NPT1/4 T-12597 個 4
昭洋
RHO-125型

11 ガスケット TUH-14109A 個 1
昭洋
RHO-125型

12 ガスケット TUH-12611A 個 1
昭洋
RHO-125型

13 ガスケット TUH-15115 個 1
昭洋
RHO-125型

14 ガスケット(アルミ)130φX89.5φX0.4t TUH-14281 個 2
昭洋
RHO-125型

15 ガスケット(アルミ)130φX89.5φX0.3t TUH-14282 個 2
昭洋
RHO-125型

16 ガスケット(アルミ)130φX89.5φX0.2t TUH-14283 個 2
昭洋
RHO-125型

17 ベアリング(6205) T-17408 個 1
昭洋
RHO-125型

18 ベアリング(6305) T-16227 個 1
昭洋
RHO-125型

19 ベアリング T-19253-AS 個 2
昭洋
RHO-125型

20 オイルシール(50.8φX27φX11.1t) T-17399 個 1
昭洋
RHO-125型

21 オイルシール(50.8φX25φX9.5t) T-16229 個 1
昭洋
RHO-125型

22 パッキンリング(19φx4.5t) T-15431 個 1
昭洋
RHO-125型

23 スプリング(13.5φX45L) TUH-11557 個 1
昭洋
RHO-125型

24 リティニングリング T-15284 個 1
昭洋
RHO-125型

25 ハイランドオイル(10L) TCS-100#100 箱 1
昭洋
RHO-125型

26 シム(SUS/62φX55.5φ) TUH-13877 個 1
昭洋
RHO-125型

27 スペーサー(32φX25φ) TUH-14101 個 1
昭洋
RHO-125型

28 スペーサー(38φX30φ) TUH-15863 個 1
昭洋
RHO-125型

29 ｴﾚｸﾄﾛｰﾄﾞ(銅パッキン付/首下42L) TUH-22171C 個 1
昭洋
RHO-125型

30 ｴﾚｸﾄﾛｰﾄﾞ(銅パッキン付/首下109.5L) TUH-21779C 個 2
昭洋
RHO-125型



別紙６

補助ボイラ交換部品表

番号 品目 規格 単位 数量 備考

31 ｴﾚｸﾄﾛｰﾄﾞ(銅パッキン付/首下70L) TUH-20067C 個 1
昭洋
RHO-125型

32 ダンパーメタル(35φX13φX9t) C-12228 個 2
昭洋
RHO-125型

33 スパイダ－カップリング(84.0φX19.3t/6脚) TUH-13170 個 1
昭洋
RHO-125型

34 ｲﾝｻｰﾄﾗﾊﾞｰ (ｲﾝﾃｨｸｻｰｼﾞﾁｬﾝﾊﾞｰ用) TUH-60077 個 1
昭洋
RHO-125型

35 ｲﾝｻｰﾄﾗﾊﾞｰ (ｽﾅﾊﾞ用) TUH-16364B 個 2
昭洋
RHO-125型

36 ガスケットボリュート C-3842 個 1
昭洋
RHO-125型

37 点火棒(402L/4φ　250L) TE-51634B 個 2
昭洋
RHO-125型

38 点火ケーブル(L=600片端子) Z50600-001 個 2
昭洋
RHO-125型

39 点火キャップ TE-309 個 2
昭洋
RHO-125型

40 バーナノズル　10.5GPH X 70°PLP(ﾓﾅｰｸ製) Z25M72-105S-TK 個 1
昭洋
RHO-125型

41 バーナノズル　12.0GPH X 70°PLP(ﾓﾅｰｸ製) Z25M72-120S-TK 個 1
昭洋
RHO-125型

42 Ｏリング(V#4640.1516#12) TG-120 個 4
昭洋
RHO-125型

43 ゲージグラス(16φX513L) T-12893 個 1
昭洋
RHO-125型

44 パッキン(ｶｽｹ-ﾄﾞﾀﾝｸｹﾞ-ｼﾞｸﾞﾗｽ用) TVL-508A 個 2
昭洋
RHO-125型

45 ケージグラス(ｶｽｹ-ﾄﾞﾀﾝｸ用16φX500L) TVL-551 個 1
昭洋
RHO-125型

46 フィルター(ｶｽｹ-ﾄﾞﾀﾝｸ用) TSN-1832D 個 3
昭洋
RHO-125型

47 パッキン(ｶｽｹ-ﾄﾞﾀﾝｸ用) TG-277 個 2
昭洋
RHO-125型

48 薬注用ポンプASSY(ﾓ-ﾀ含まず) TSN-2187C 個 1
昭洋
RHO-125型

49 ベアリング(7.5KWX2Pﾓ-ﾀ負荷側) Z08300-060 個 1
昭洋
RHO-125型

50 ベアリング(7.5KWX2Pﾓ-ﾀ反負荷側) TE-52157 個 1
昭洋
RHO-125型

51 軟化器用イオン交換樹脂(20L入/箱) CS-1555 箱 4
昭洋
RHO-125型

52 珪石(20Ｌ入/袋) Z80000-101 袋 1
昭洋
RHO-125型

53 ｼﾝｸﾞﾙｺﾝﾄﾛ-ﾙ弁本体ﾊﾟｯｷﾝ Z34100-225 個 1
昭洋
RHO-125型

54 軟化器本体上蓋パッキン(MS-80S用) Z34100-233 個 1
昭洋
RHO-125型

55 ブロック断熱材 TSN-778B 本 90
昭洋
RHO-125型

56 キャスタ－(30Kg入/袋) Z16100-005 袋 1
昭洋
RHO-125型

57 グラスクロス(1mX 1m) TSN-2324 m 5
昭洋
RHO-125型

58 プラスト(25Kg/箱) T-11297 箱 5
昭洋
RHO-125型

59 オイルポンプカバ－パッキン S22100-006 個 1
昭洋
RHO-125型

60 フレ－ムディテクタ－(火炎検知器)AX-260-32 Z46300-189 個 1
昭洋
RHO-125型



別紙６

補助ボイラ交換部品表

番号 品目 規格 単位 数量 備考

61 フレ－ムリレ－　RD-1005-2HP2CT Z46300-186 個 1
昭洋
RHO-125型

62 フレ-ムリレ－用ソケット(表面配線用11ﾋﾟﾝ) Z46300-187 個 1
昭洋
RHO-125型

63 バーナノズル　3.75GPH X 60°(ハーゴ製) Z25H62-037S 個 1
昭洋　バコティンヒ－
タ KSA-130SW用

64 点火電極棒 Z22600-005 個 2
昭洋　バコティンヒ－
タ KSA-130SW用

65 火炎検出器　OFE-130S Z46300-002BS 個 1
昭洋　バコティンヒ－
タ KSA-130SW用

66 温度ヒュ－ズ(過熱防止用) Z48100-023B 個 1
昭洋　バコティンヒ－
タ KSA-130SW用

67 温度ヒュ－ズ(水位不足防止用) V-3811-80069C 個 1
昭洋　バコティンヒ－
タ KSA-130SW用

68 サ－ミスタ－ Z48100-021A 個 1
昭洋　バコティンヒ－
タ KSA-130SW用

以下余白



別紙７

空気圧縮機交換部品表

番号 品目 規格 単位 数量 備考

1  ピストンリング低圧   TCA-151069-4 個 8

2  ピストンリング高圧   TCA-151069-9 個 6

3  オイルリング高圧   TCA-151069-11 個 2

4  オイルリング   TCA-151069-48 個 2

5  Ｏリング   TCA-151069-29 個 4

6  Ｏリング   TCA-151069-31 個 2

7  Ｏリング   TCA-151069-51 個 4

8  Ｏリング   TCA-151069-56 個 4

9  Ｏリング   TCA-151069-7 個 4

10  Ｏリング   TCA-151069-26 個 2

11  高圧吐出弁座用銅パッキン   TCA-151069-22 個 4

12  高圧吸吐出弁座用銅パッキン   TCA-151069-18 個 4

13  逆止弁用銅パッキン   TCA-151069-65 個 2

14  安全弁   TCA-151069-52 個 2

15  シリンダカバパッキン   TCA-151069-75 個 2

16  シリンダパッキン   TCA-151069-76 個 2

17  バルブカバパッキン   TCA-151069-77 個 2

18 ＬＯフィルタ用Ｏリング 　TCA-151069-78 個 2

19  メカニカルシール   TCA-18837-10 個 2

20  ボールベアリング   TCA-18837-18 個 4

21  水切りゴム   TCA-18837-12 個 2

22  高圧吐出弁板   TCA-73 個 2

23  高圧吸入弁板   TCA-84 個 2

24  低圧吸入弁板（小） 　V-602 個 2

25  低圧吸入弁板（大） 　V-604 個 2

26  低圧吐出弁板 　V-606 個 2

27  高圧吐出弁バネ   TCA-72 個 2

28  高圧吸入弁ばね   TCA-83 個 2

29  アフタークーラ用パッキン 　TCA-181 個 2

30  アフタークーラ用パッキン 　TCA-227 個 4

31  アフタークーラ用パッキン 　TCA-229 個 4



別紙７

空気圧縮機交換部品表

番号 品目 規格 単位 数量 備考

32  アフタークーラ用パッキン 　TCA-1906 個 4

33  アフタークーラ用パッキン 　TCA-1962 個 2

以下余白



別紙８

油水分離器交換部品表（忍足研究所　OFC－２型）

番号 品目 規格 単位 数量 備考

1 コアレッサー OFC-2C型用 式 1 本体

3 本体用オーバーホールキット OFC-2C型用 式 1 本体

4 エアシリンダオーバーホール用キット OFC-2C型用 式 1 本体

5 逆洗ポンプオーバーホールキット ＯＦＣ－０５、１Ｃ用(FA-02） 式 1
逆洗ポンプ（日機装エイコー　FA-
20型）

以下余白



 
 

第四章 電気・計器部 
 

１ 電気推進装置 

  製造所：富士電機（推進電動機遠隔制御装置を除く） 

      ＮＺＫ（推進電動機遠隔制御装置） 

  製造所技師により以下の整備を実施し、記録を２部提出すること。 

  また、絶縁抵抗試験において、絶縁不良を認めた場合は原因箇所を特定し、速報すること。 

（１）推進電動機 

  ア 両舷機の軸受摺動部を解放、点検、清掃、受検後、復旧する。 

  イ 両舷機の固定子巻線、回転子巻線及び内部を点検、清掃し、受検後、復旧する。 

  ウ 絶縁抵抗試験を実施、良態を確認し、受検する。 

（２）サイリスタ盤 

  ア 盤内を点検、清掃する。 

  イ 絶縁抵抗試験を実施、良態を確認し、受検する。 

（３）界磁盤 

  ア 盤内を点検、清掃する。 

イ 絶縁抵抗試験を実施、良態を確認する。 

（４）変圧器 

  ア 両舷の１号及び２号変圧器を点検、清掃し、良態を確認する。 

イ 絶縁抵抗試験を実施、良態を確認し、受検する。 

（５）直流リアクタ盤 

ア 各盤を点検、清掃し、良態を確認する。 

イ 絶縁抵抗試験を実施、良態を確認し、受検する。 

（６）サイリスタ制御盤 

ア 測温抵抗体変換器４個（設置箇所：PT-RJ2、PT-LJ1、PT-LJ2、PT-LCA）（製造所手配）を交換し、良

態を確認する。 

イ 加算器２個（設置箇所：AD-RM、AD-LM）（製造所手配）を交換し、良態を確認する。 

ウ 右舷盤面の出力電圧メータ１個（製造所手配）を交換し、良態を確認する。 

エ 各盤を点検、清掃し、作動試験を行い、受検する。 

オ 絶縁抵抗試験を実施、良態を確認する。 

（７）推進電動機遠隔制御装置 

各構成機器（遠隔制御装置制御箱、操船コンソール、機関制御盤）を点検、清掃し、作動試験を行い、

受検する。 

（８）試運転立会 

  乗員が行う係留運転及び海上運転に立会い、電気推進装置の作動点検、調整を実施の上、良態を確認す

る。 

 

２ 主交流発電機 

製造所：富士電機 

製造所技師により以下の整備を実施し、記録を２部提出すること。 

  また、絶縁抵抗試験において、絶縁不良を認めた場合は原因箇所を特定し、速報すること。 

（１）両舷機の固定子巻線、回転子巻線及び内部を点検、清掃し、受検後、復旧する。 

（２）両舷機の軸受摺動部を解放、点検、清掃し、復旧する 

（３）絶縁抵抗試験を実施、良態を確認し、受検する。 

（４）乗員が行う係留運転及び海上運転に立会い、作動点検、調整を実施の上、良態を確認する。 

 

３ 主配電盤 

  以下の気中遮断器（製造所：寺崎電気）について、製造所整備業者により船内にて解放、点検、清掃、

復旧、受検し、記録を２部提出すること。 

  また、絶縁抵抗試験において、絶縁不良を認めた場合は原因箇所を特定し、速報すること。 

（１）整備対象気中遮断器 

  ア AP-16（バウスラスタ、左右舷補助交流発電機用）：３台 



 
 

  イ AH-40C（左右舷推進電動機用（２台/基））：４台 

  ウ AH-60C（左右舷主交流発電機用）：２台 

（２）整備内容 

  ア 外観点検 

  イ 機構点検 

  ウ 接点及び導電部点検 

  エ 開閉操作部点検 

  オ 過電流引外し試験 

  カ 絶縁抵抗試験 

 
４ 絶縁抵抗試験 

各電気機器及び電路の絶縁抵抗を測定し、受検する。（計測記録表２部提出） 

露出金属部及び金属被覆の接地確認を含む。 

 

５ 磁気コンパス 

  磁気コンパスの自差修正を行う。（自差修正記録表２部提出） 

 

６ 簡易型航海情報記録装置 

製造者 古野電気株式会社 

型式  ＶＲ－３０００Ｓ 

簡易型航海情報記録装置（Ｓ－ＶＤＲ）について、整備認定事業場等による年次点検整備を実施し、音

響ビーコン及びバッテリを交換のうえ、受検後復旧する。（整備記録表２部提出） 

 

７ バウスラスター蓋開閉装置 

  バウスラスター蓋開閉装置（カヤバ工業（株）製）について、機側操作盤からの蓋開閉信号出力状況を

点検、調整する。 

 

８ 検査・計測記録等 

本仕様に基づく電気・計器部の次の検査・計測記録等は、取りまとめのうえ２部製本し、本庁及び本船

に各１部提出する。 

 １ 電気推進装置整備記録 

 ２ 主交流発電機整備記録 

 ３ 主配電盤整備記録 

４ 絶縁抵抗計測記録表 

５ 自差修正記録表 

   ６ 簡易型航海情報記録装置整備記録表 

 

  



 
 

第五章 観測機器部 

 
１ 浅海用マルチビーム測深機送波器及び受波器取り付け等作業 

   測量船「昭洋」の海用マルチビーム測深機（Teledyne RESON 製 SeaBat T50-R、以下、T50 という。）

の送波器及び受波器の取り付け・調整作業を行い、使用できるようにするものである。 

海用マルチビーム測深機送波器及び受波器の取り付け・調整作業については、専門的知識を必要とする

ため、製造メーカー（以下、「メーカー」という。）が行う。 

（１）取り付け機器 

浅海用マルチビーム測深機送波器及び受波器（本船支給） 

（２）作業内容 

   本作業では次の要領により、本船支給の浅海用マルチビーム測深機（Teledyne RESON 製SeaBat 

T50-R、以下、T50 という。）送波器及び受波器の取り付け・調整作業を行い、使用できるようにす

る。取り付け・調整作業については、専門的知識を必要とするため、製造メーカ（以下「メーカ」と

いう。）が行う。 

なお、必要な足場の架設及び撤去、照明装置の架設及び撤去は付帯とする。 

また、本船支給の機器を受けた時は速やかに「官給品受領書」を提出し、作業完了後は「官給品使用報

告書」及び「撤去品発生通知書」を提出すること。 

ア トッププレート及びブランクカバー取り外し 

（ア）浅海用マルチビーム測深機のシーチェスト（T50 マウンティングブラケット）のトッププレート

（付図①）を止めている固定ボルト10 本を抜き、トッププレートを取り外す。 

（イ）トッププレートの受波器ブランクカバー（付図①）及び送波器ブランクカバー（付図①）を取り

外す。 

（ウ）取り外した各ブランクカバーは当庁担当職員に引き渡す。 

イ 送波器及び受波器取り付け 

T50 の送波器及び受波器をトッププレートに取り付け、シーチェスト内の送波器ケーブル及び受

波器ケーブルを接続する。 

ウ トッププレート取り付け 

アで取り外したシーチェストのトッププレートを取り付けること。取り付ける際に使用する固定ボ

ルトは1.2.1で取り外したボルトを使用する。 

エ 動作確認 

メーカは、送波器及び受波器取り付け作業完了後、観測室に設置されている浅海用マルチビーム測

深機を動作させ、所定の性能を確認する。 

 

 ２ 成果品等 

メーカは報告書を３部作成し、当庁担当職員に提出すること。 

 

 



送波器・受波器のブランクカバーを取り外す。

送波器ブランクカバー

受波器ブランクカバー

①シーチェスト全体図

②送受器ブランクカバー及び受波器ブランクカバー取り外し後

空洞

③送受器及び受波器取り付け後

送波器

受波器

付図

トッププレート


